
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先７

健康福祉局障害自立支援課、東区を除く各
区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉課

健康福祉局障害自立支援課、各区厚生部
福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先８

健康福祉局障害福祉部障害福祉課、精神
保健福祉センター相談課、東区を除く各区
厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉課、各
区厚生部生活課

健康福祉局障害福祉部障害福祉課、精神
保健福祉センター相談課、各区厚生部福祉
課、各区厚生部生活課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先10

健康福祉局障害福祉部障害福祉課、東区
を除く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部
福祉課

健康福祉局障害福祉部障害福祉課、各区
厚生部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先11

健康福祉局障害福祉部障害福祉課、東区
を除く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部
福祉課

健康福祉局障害福祉部障害福祉課、各区
厚生部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先12

こども未来局保育企画課、東区を除く各区
役所厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局保育企画課、各区厚生部福祉
課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先13

こども未来局こども・家庭支援課、東区を除
く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局こども・家庭支援課、各区厚生
部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先14

こども未来局こども・家庭支援課、東区を除
く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局こども・家庭支援課、各区厚生
部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先15

こども未来局こども・家庭支援課、東区を除
く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局こども・家庭支援課、各区厚生
部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先16

こども未来局こども・家庭支援課、東区を除
く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局こども・家庭支援課、各区厚生
部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先17

こども未来局こども・家庭支援課、東区を除
く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局こども・家庭支援課、各区厚生
部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先18

こども未来局こども・家庭支援課、東区を除
く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局こども・家庭支援課、各区厚生
部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先19

こども未来局こども・家庭支援課、東区を除
く各区厚生部保健福祉課、東区厚生部福祉
課

こども未来局こども・家庭支援課、各区厚生
部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先20

こども未来局児童相談所支援課、こども未
来局こども・家庭支援課、健康福祉局障害
自立支援課、東区を除く各区厚生部保健福
祉課、東区厚生部福祉課

こども未来局児童相談所支援課、こども未
来局こども・家庭支援課、健康福祉局障害
自立支援課、各区厚生部福祉課

事後

移転先の組織名の変更に
よるもので、その他の項目
の変更であり、事前の提
出、公表が義務付けられて
いない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第７号別表第２に定める事
務
項番１１７

—

情報照会者：厚生労働大臣
事務：年金生活者支援給付金の支給に関
する法律による年金生活者支援給付金の
支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの
特定個人情報：地方税関係情報であって主
務省令で定めるもの

事後

番号利用法の改正による
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第７号別表第２に定める事
務
項番１１９

情報照会者：都道府県知事
事務：難病の患者に対する医療等に関する
法律による特定医療費の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの
特定個人情報：地方税関係情報であって主
務省令で定めるもの

削除 事後

番号利用法の改正による
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第７号別表第２に定める事
務
項番１２０

—

情報照会者：都道府県知事
事務：難病の患者に対する医療等に関する
法律による特定医療費の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの
特定個人情報：地方税関係情報であって主
務省令で定めるもの

事後

番号利用法の改正による
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム6
③他のシステムとの接続
その他

中間サーバー、国保・年金・後期高齢者医
療システム、介護保険システム、福祉情報
システム、市営住宅総合管理システム、選
挙システム、下水道事業受益者負担金シス
テム、財務会計システム、文書管理システ
ム、人事・給与・庶務事務システム、水道料
金オンラインシステム

中間サーバー、国保・年金・後期高齢者医
療システム、介護保険システム、福祉情報
システム、市営住宅総合管理システム、選
挙システム、下水道事業受益者負担金シス
テム、財務会計システム、文書管理システ
ム、人事・給与・庶務事務システム、水道料
金オンラインシステム、小児慢性等システ
ム、教育事務システム、放課後児童クラブ
利用料金収納管理システム、庁内ＬＡＮ

事後

接続システムの対象の増
加によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
提供・移転の有無

提供を行っている　60件
移転を行っている　20件

提供を行っている　62件
移転を行っている　27件

事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元
職員、アクセス権限のない
職員等）によって不正に使
用されるリスク
特定個人情報の使用の記
録
具体的な方法

システムのアクセスログ管理機能により、利
用者、日時、利用端末、利用情報等の情報
を記録している。

システムのアクセスログ管理機能により、利
用者、日時、利用端末、利用情報等の情報
を記録し、年１回以上分析している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託先による特定個人情報
の不正入手・不正な使用に
関するリスク
委託先による特定個人情報
の不正な提供に関するリス
ク
委託先による特定個人情報
の保管・消去に関するリスク
委託契約終了後の不正な
使用等のリスク
再委託に関するリスク
特定個人情報ファイルの取
扱いの記録
具体的な方法

・システムで特定個人情報ファイルにアクセ
スした場合は、アクセスログにより記録して
いる（委託先及び再委託先の従業者がシス
テムを操作する場合を含む。）。

・システムで特定個人情報ファイルにアクセ
スした場合は、アクセスログ管理機能によ
り、利用情報等の情報を記録し、年１回以上
分析している（委託先及び再委託先の従業
者がシステムを操作する場合を含む。）。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
５．特定個人情報の提供・
移転（委託や情報提供ネッ
トワークシステムを通じた提
供を除く。）
リスク１：不正な提供・移転
が行われるリスク
特定個人情報の提供・移転
の記録
具体的な方法

・市税システムにおいては、照会者、照会日
時、照会した内容について、照会履歴を取
得している。

・市税システムにおいては、照会者、照会日
時、照会した内容について、照会履歴を記
録し、年１回以上分析している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日
Ⅳ　その他のリスク対策
①自己点検
具体的なチェック方法

＜広島市における措置＞
・毎年１回、情報セキュリティの自己点検を
実施することとしている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー･プ
ラットフォームの運用に携わる職員及び事
業者に対し、定期的に自己点検を実施する
こととしている。

＜広島市における措置＞
・「広島市情報セキュリティポリシー」に、「定
期的に又は必要に応じて自己点検を行い、
改善の必要があるものについては、速やか
に改善措置を行うこと」を定め、毎年１回、情
報セキュリティの自己点検を実施することと
している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー･プ
ラットフォームの運用に携わる職員及び事
業者に対し、毎年１回、自己点検を実施する
こととしている。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日
Ⅳ　その他のリスク対策
②監査
具体的な内容

＜広島市における措置＞
・情報セキュリティに関する外部監査を定期
的に実施することとしている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー・プ
ラットフォームについて、定期的に監査を行
うこととしている。

＜広島市における措置＞
・「広島市情報セキュリティポリシー」に、「定
期的に又は必要に応じて情報セキュリティ
監査を行い、改善の必要があるものについ
ては、速やかに改善措置を行うこと」を定
め、毎年１回、外部監査を実施することとし
ている。
（監査内容）
・個人情報保護に関する規定、体制整備
・個人情報保護に関する人的安全管理措置
・職員の役割責任の明確化、安全管理措置
の周知・教育
・個人情報保護に関する技術的安全措置
など

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
運用規則等に基づき、中間サーバー・プラッ
トフォームについて、毎年１回、監査を行うこ
ととしている。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日
添付資料１
別添１　事務の内容

（記載なし）
「企業」→「地方税ポータルセンタ」→「電子
申告・年金特徴システム」→「市税システム」
間に「⑥　納付情報等」を追加

事後

特定個人情報ファイルを含
まない情報の授受に関す
る記載を追加したもので、
その他の項目の変更であ
り、事前の提出、公表が義
務付けられていない。

令和2年6月26日
添付資料１
別添２　事務の内容
（備考）⑥

⑥納税者の納付（納入）状況について、金
融機関等からの領収済通知書等により確認
する。

⑥納税者の納付（納入）状況について、金
融機関等からの領収済通知書、地方税ポー
タルセンタからの納付情報等により確認す
る。

事後

特定個人情報ファイルを含
まない情報の授受に関す
る記載を追加したもので、
その他の項目の変更であ
り、事前の提出、公表が義
務付けられていない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク１：不正な提供・移転
が行われるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

所属・係ごとに業務で使用する機能をあら
かじめ設定し、その機能に限るよう権限設
定を行っている。

＜共通基盤における措置＞
１．ICカード管理台帳を作成し、ユーザIDご
とのシステム利用権限を管理している。
２．ユーザIDの登録、変更、削除に関する記
録を１０年間保管することとしている。

・所属・係ごとに業務で使用する機能をあら
かじめ設定し、その機能に限るよう権限設
定を行っている。
・ユーザIDの登録、変更、削除に関する記
録を５年間保管することとしている。

＜共通基盤における措置＞
１．ICカード管理台帳を作成し、ユーザIDご
とのシステム利用権限を管理している。
２．ユーザIDの登録、変更、削除に関する記
録を１０年間保管することとしている。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク４：特定個人情報ファ
イルが不正に複製されるリ
スク
特定個人情報の使用にお
けるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

特定個人情報を含む紙媒体が不正に使用
されるリスクについては、執務室を関係者以
外立入禁止としており、また特定個人情報
を含む紙媒体は鍵付保管庫等で保管してい
る。

その他、特定個人情報の使用にあたり以下
の措置を講じる。
・スクリーンセーバ等を利用して、長時間に
わたり特定個人情報を表示させない。
・業務端末のディスプレイを、来庁者から見
えない位置に置く。

また、特定個人情報を含む紙媒体が不正に
使用されるリスクについては、執務室を関係
者以外立入禁止としており、また特定個人
情報を含む紙媒体は鍵付保管庫等で保管
している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託先による特定個人情報
の不正入手・不正な使用に
関するリスク
委託先による特定個人情報
の不正な提供に関するリス
ク
委託先による特定個人情報
の保管・消去に関するリスク
委託契約終了後の不正な
使用等のリスク
再委託に関するリスク
特定個人情報の消去ルー
ル
ルールの内容及びルール
遵守の確認方法

・契約書において、個人情報の登録された
資料の複製を禁止しており、契約終了後に
は直ちに返還することにしている。
・電子記録媒体を廃棄する場合において
は、内部の情報が完全に判読不能の状態
にしてから廃棄することにしている。
・本市は上記の履行状況を確認するため、
報告を求め、必要に応じて立入検査を実施
している。

・契約書において、個人情報の登録された
資料の複製を禁止しており、契約終了後に
は直ちに返還することにしている。
・電子記録媒体を廃棄する場合において
は、管理者の許可を得て、記録媒体に対し
て一定回数以上の上書き又は物理的な破
壊等のデータ消去作業を行った上で廃棄す
ることにしている。
・本市は上記の履行状況を確認するため、
データ消去証明書の提出を求め、必要に応
じて立入検査を実施している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託先による特定個人情報
の不正入手・不正な使用に
関するリスク
委託先による特定個人情報
の不正な提供に関するリス
ク
委託先による特定個人情報
の保管・消去に関するリスク
委託契約終了後の不正な
使用等のリスク
再委託に関するリスク
再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱い
の確保
具体的な方法

契約書において、再委託を行う場合にはあ
らかじめ本市の承諾を得ることとしており、
市が承諾するに当たっては、再委託の必要
性、再委託先の情報管理体制などを確認の
上、検討することにしている。

・契約書において、再委託を行う場合にはあ
らかじめ本市の承諾を得ることとしており、
市が承諾するに当たっては、再委託の必要
性、再委託先の情報管理体制などを確認の
上、検討することにしている。
・情報セキュリティ実施手順に基づき、再委
託先においても、委託先と同様の情報セ
キュリティ対策を実施させている。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先9

 移転先9：都市整備局住宅政策課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の7の項及び17
の項
 ②移転先における用途：市営住宅家賃の
決定
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人以上10万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：年1回

 移転先9：都市整備局住宅政策課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条第3項、番号利用法別
表第2の31の項及び54の項、広島市個人番
号の利用に関する条例第3条別表第2の5の
項、7の項及び20の項
 ②移転先における用途：市営住宅家賃の
決定
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人以上10万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
市営住宅入居者又はその同居者若しくは市
営住宅入居申込者又はその同居予定者
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先16
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の11の項

番号利用法別表第2の70の項 事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先16
①移転先による用途

母子保健法による養育医療の給付又は養
育医療に要する費用の支給の決定、養育
医療に要する費用の徴収

母子保健法による費用の徴収 事後

マイナンバーを利用しない
ことによるもので、その他
の項目の変更であり、事前
の提出、公表が義務付け
られていない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先２１

—

 移転先21：健康福祉局障害自立支援課、
各区厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の23の項
 ②移転先における用途：補装具費の支給
に係る負担能力の認定
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人市民税納税者、課税調査対象者のうち
利用者本人（支給決定保護者）の属する世
帯
個人市民税納税者、課税調査対象者のうち
当該障害者及び配偶者
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先２２

—

 移転先22：こども未来局保育企画課、各区
厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の16の項
 ②移転先における用途：施設型給付等に
係る利用者負担額の決定、副食費の免除
決定
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人以上10万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
子ども・子育て支援法第１９条第１項各号に
掲げる小学校就学前子どもの保護者
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先２３

—

 移転先23：健康福祉局保健部保険年金
課、各区厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の17の項
 ②移転先における用途：重度心身障害者
医療費補助の資格者証の交付の申請に係
る事実についての審査
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人以上10万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
重度心身障害者、当該重度心身障害者の
配偶者及び扶養義務者
 ⑥移転方法：庁内連携システム、その他
（市税システム端末操作）
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先２４

—

 移転先24：健康福祉局保健部保険年金
課、各区厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の18の項
 ②移転先における用途：こども医療費補助
の資格者証の交付の申請に係る事実につ
いての審査
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
子どもの保護者
 ⑥移転方法：庁内連携システム、その他
（市税システム端末操作）
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先２５

—

 移転先25：健康福祉局保健部保険年金
課、各区厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の19の項
 ②移転先における用途：ひとり親家庭等医
療費補助の資格者証の交付の申請に係る
事実についての審査
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人以上10万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
対象児童等、児童と生計を一にする扶養義
務者
 ⑥移転方法：庁内連携システム、その他
（市税システム端末操作）
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先２６

—

 移転先26：健康福祉局高齢福祉部介護保
険課、各区厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の21の項
 ②移転先における用途：介護保険法（平成
九年法律第百二十三号）による介護サービ
スに係る利用者負担の軽減に関する事務で
あって規則で定めるもの
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
市税の納税者、課税調査対象者のうち介護
保険被保険者及びその世帯員
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先２７

—

 移転先27：健康福祉局障害自立支援課、
各区厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の22の項
 ②移転先における用途：障害児通所給付
費、高額障害児通所給付費、肢体不自由児
通所医療費の支給に係る負担能力の認定
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人市民税納税者、課税調査対象者のうち
利用者本人（支給決定保護者）の属する世
帯
 ⑥移転方法： 庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：随時

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
６．特定個人情報の保管・
消去
③消去方法

・市税システム情報セキュリティ実施手順に
基づき、特定個人情報が保存された記録媒
体そのものを廃棄する場合には、管理者の
許可を得て、記録媒体に対して一定回数以
上の無作為な書き込みを行った上で、媒体
そのものを物理的に破壊するとともに管理
台帳に廃棄日を記載する。

・市税システム情報セキュリティ実施手順に
基づき、特定個人情報が保存された記録媒
体そのものを廃棄する場合には、管理者の
許可を得て、委託業者が記録媒体に対して
一定回数以上の無作為な書き込みを行った
上で、媒体そのものを物理的に破壊すると
ともに管理台帳に廃棄日を記載する。また、
データ消去証明書の提出を求め、必要に応
じて立入検査を実施している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日
Ⅳ　その他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓
発

　次に掲げる情報セキュリティ研修・公務員
倫理研修を毎年実施し、具体的な情報セ
キュリティ事故の事例紹介等により、職員の
情報セキュリティ意識・法令遵守意識の向
上を図っている。
　・情報セキュリティ研修
　　新規採用職員研修、一般職員研修、新
任課長級職員研修、新任課長補佐級職員
研修
　・公務員倫理研修
　　全職員研修、所属長研修、所属長による
所属内研修

　次に掲げる情報セキュリティ研修・公務員
倫理研修を毎年実施し、具体的な情報セ
キュリティ事故の事例紹介等により、職員の
情報セキュリティ意識・法令遵守意識の向
上を図っている。
　なお、情報セキュリティ研修については、ｅ
ラーニングを導入し、未受講者に対して催促
メールを送信することで受講率の向上を
図っている。また、公務員倫理研修（情報セ
キュリティに関する部分）については、庁内Ｌ
ＡＮの全庁資料室に研修資料を掲載してい
るため、未受講者がいつでも研修資料を参
照できる。
　・情報セキュリティ研修
　　新規採用職員研修、一般職員研修、新
任課長級職員研修、新任課長補佐級職員
研修
　・公務員倫理研修（情報セキュリティに関
する部分）
　　全職員研修、所属長研修、所属長による
所属内研修

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先５
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等

個人市民税納税者、課税調査対象者のうち
利用者本人（支給決定保護者）の属する世
帯

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先６
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等

個人市民税納税者、課税調査対象者のうち
利用者本人（支給決定保護者）の属する世
帯

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先７
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等

個人市民税納税者、課税調査対象者のうち
利用者本人（支給決定保護者）の属する世
帯
個人市民税納税者、課税調査対象者のうち
当該障害者及び配偶者

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先８
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等（そのうち自立支援医療費の支給認定に
該当するもの）

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先１０
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等のうち特別児童扶養手当に該当するもの

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先１１
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等

個人市民税の納税者、課税調査の対象者
等のうち、障害児福祉手当又は特別障害者
手当に該当するもの

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先１２
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

個人市民税の課税対象者、課税調査の対
象者等

子ども・子育て支援法第１９条第１項各号に
掲げる小学校就学前子どもの保護者

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先１７
⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

同一世帯に属する者
申請者及び申請者と同一の世帯に属する
者

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項５
①委託内容

民間事業者が提供するＡＳＰサービスを利
用して電子申告・年金特徴システムを運用

民間事業者が提供するＡＳＰサービスを利
用して電子申告・年金特徴システムを運用・
保守

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク２：不適切な方法で入
手が行われるリスク

・紙媒体による入手は、あらかじめ決められ
た窓口に限定し、搾取・奪取が行えないよう
にしている。

・紙媒体による入手は、あらかじめ決められ
た窓口に限定し、奪取が行えないようにして
いる。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元
職員、アクセス権限のない
職員等）によって不正に使
用されるリスク

・所属・係ごとに業務で使用する機能をあら
かじめ設定し、その機能に限るよう権限設
定を行っている。
・ユーザIDの登録、変更、削除に関する記
録を５年間保管することとしている。

・所属・係ごとに業務で使用する機能をあら
かじめ設定し、その機能に限るよう権限設
定を行っている。
・ユーザIDの登録、変更、削除に関する記
録を５年間保管することとしている。
・アクセス権限を有する全職員について、権
限設定に誤りがないか年１回確認を行う。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
６．特定個人情報の保管・
消去
①保管場所

―

・データセンターから情報記録媒体の持ち出
しを行う場合、事前に本市担当職員が押印
した情報記録媒体等持出承認書をデータセ
ンターに持参し、退館する際に警備員に提
出することとしている。
・データセンターから退館する際、警備員に
よる手荷物検査を行い、情報記録媒体等持
出承認書に記載のない情報記録媒体を保
持していた場合、データセンターからの持ち
出しはできない。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
７．特定個人情報の保管・
消去
⑤物理的対策

―

・データセンターから情報記録媒体の持ち出
しを行う場合、事前に本市担当職員が押印
した情報記録媒体等持出承認書をデータセ
ンターに持参し、退館する際に警備員に提
出することとしている。
・データセンターから退館する際、警備員に
よる手荷物検査を行い、情報記録媒体等持
出承認書に記載のない情報記録媒体を保
持していた場合、データセンターからの持ち
出しはできない。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
７．特定個人情報の保管・
消去
⑤物理的対策

・特定個人情報の消去にあたっては、ハード
ディスク等の記録装置に対する一定回数以
上の上書き又は物理的な破壊等のデータ
消去作業を行った上で廃棄することとしてい
る。

・特定個人情報の消去にあたっては、委託
業者がハードディスク等の記録装置に対す
る一定回数以上の上書き又は物理的な破
壊等のデータ消去作業を行った上で廃棄す
ることとしている。また、データ消去証明書
の提出を求め、必要に応じて立入検査を実
施している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
７．特定個人情報の保管・
消去
リスク３：特定個人情報が消
去されずいつまでも存在す
るリスク
消去手順

・市税システム情報セキュリティ実施手順に
基づき、特定個人情報が保存された記録媒
体そのものを廃棄する場合には、管理者の
許可を得て、記録媒体に対して一定回数以
上の無作為な書き込みを行った上で、媒体
そのものを物理的に破壊するとともに管理
台帳に廃棄日を記載する。

・市税システム情報セキュリティ実施手順に
基づき、特定個人情報が保存された記録媒
体そのものを廃棄する場合には、管理者の
許可を得て、委託業者が記録媒体に対して
一定回数以上の無作為な書き込みを行った
上で、媒体そのものを物理的に破壊すると
ともに管理台帳に廃棄日を記載する。また、
データ消去証明書の提出を求め、必要に応
じて立入検査を実施している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
７．特定個人情報の保管・
消去
特定個人情報の保管・消去
におけるその他のリスク及
びそのリスクに対する措置

・サーバー、パソコン等情報機器について
は、記録装置に対して、物理的破壊、データ
消去ソフトウェアによるデータ消去を行って
いる。

・サーバー、パソコン等情報機器について
は、記録装置に対して、委託業者が物理的
破壊、データ消去ソフトウェアによるデータ
消去を行っている。また、データ消去証明書
の提出を求め、必要に応じて立入検査を実
施している。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
６．特定個人情報の保管・
消去
①保管場所

　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠

　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠
なお、上記1及び2においては、ＩＣカードでの
認証を行い、3においてはＩＣカード、パス
ワード及び生体認証（指紋）の三要素での
認証を行っている。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和2年6月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
７．特定個人情報の保管・
消去
⑤物理的対策

　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠

　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠
なお、上記1及び2においては、ＩＣカードでの
認証を行い、3においてはＩＣカード、パス
ワード及び生体認証（指紋）の三要素での
認証を行っている。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和3年6月18日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシ
ステムによる情報連携
②法令上の根拠

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第7号
番号利用法別表第二の27の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第20条

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第7号
番号利用法別表第二の1、2、3、4、6、8、9、
11、16、18、20、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、
57、58、59、61、62、63、64、65、66、67、
70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、94、
97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第1、2、3、4、
6、7、8、10、12、13、14、16、19、20、21、
22、22の3、22の4、23、24、24の2、24の3、
25、26の3、27、28、31、31の2、31の3、32、
33、34、35、36、37、38、39、40、43、43の3、
43の4、44、44の2、45、47、49、49の2、50、
51、53、54、55、58、59、59の2、59の2の2、
59の3条
※番号利用法別表第二の29、71、115の項
に係る主務省令は未制定。

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第7号
番号利用法別表第二の27の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第20条

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第7号
番号利用法別表第二の1、2、3、4、6、8、9、
11、16、18、20、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、
57、58、59、61、62、63、64、65、66、67、
70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、94、
97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第1、2、3、4、
6、7、8、10、12、13、14、16、19、20、21、
22、22の3、22の4、23、24、24の2、24の3、
25、26の3、27、28、31、31の2、31の3、32、
33、34、35、36、37、38、39、40、43、43の3、
43の4、44、44の2、45、47、49、49の2、51、
53、54、55、58、59、59の2の2、59の2の3、
59の3条
※番号利用法別表第二の29、71、102、115
の項に係る主務省令は未制定。

事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和3年6月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先28

—

 移転先28：健康福祉局保護自立支援課、
各区厚生部生活課
 ①法令上の根拠：番号利用法第19条第7項
別表第2の26の項
 ②移転先における用途：保護の実施に関
する事務
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人以上10万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
要保護者又は被保護者であった者
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：随時

事後

特定個人情報の移転先を
追加することによるもの
で、その他の項目の変更で
あり、事前の提出、公表が
義務付けられていない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年6月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先29

—

 移転先29：こども未来局こども・家庭支援
課、各区厚生部福祉課
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の3の項
 ②移転先における用途：児童福祉法第56
条第2項の費用の徴収に関する事務
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
保護児童又は当該保護児童と同一の世帯
に属する者
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：年次、随時

事後

特定個人情報の移転先を
追加することによるもの
で、その他の項目の変更で
あり、事前の提出、公表が
義務付けられていない。

令和4年5月24日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシ
ステムによる情報連携
②法令上の根拠

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第7号
番号利用法別表第二の27の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第20条

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第7号
番号利用法別表第二の1、2、3、4、6、8、9、
11、16、18、20、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、
57、58、59、61、62、63、64、65、66、67、
70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、94、
97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第1、2、3、4、
6、7、8、10、12、13、14、16、19、20、21、
22、22の3、22の4、23、24、24の2、24の3、
25、26の3、27、28、31、31の2、31の3、32、
33、34、35、36、37、38、39、40、43、43の3、
43の4、44、44の2、45、47、49、49の2、51、
53、54、55、58、59、59の2の2、59の2の3、
59の3条
※番号利用法別表第二の29、71、102、115
の項に係る主務省令は未制定。

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第8号
番号利用法別表第二の27の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第20条

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第8号
番号利用法別表第二の1、2、3、4、6、8、9、
11、16、18、20、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、
57、58、59、61、62、63、64、65、66、67、
70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、94、
97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120、121の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第1、2、3、4、
6、7、8、10、12、13、14、16、19、20、21、
22、22の3、22の4、23、24、24の2、24の3、
25、26の3、27、28、31、31の2の2、31の3、
32、33、34、35、36、37、38、39，39の2、40、
43、43の3、43の4、44、44の5、45、47、49、
49の2、51、53、54、55、58、59、59の2の2、
59の2の3、59の3、59の4条
※番号利用法別表第二の29、102、115の項
に係る主務省令は未制定。

事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
３．特定個人情報の入手・
使用
⑤本人への明示

番号利用法第19条第7号 番号利用法第19条第8号 事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
提供先１

番号利用法第19条第7号別表第二に定める
情報照会者（別紙1）

番号利用法第19条第8号別表第二に定める
情報照会者（別紙1）

事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
提供先１
①法令上の根拠

番号利用法第19条第7号 番号利用法第19条第8号 事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先10
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法第19条第7項別表第2の
66の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の66の項

事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先11
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法第19条第7項別表第2の
67の項

番号利用法別表第2の67の項 事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先21
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の23の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の24の項

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先26
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の21の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の22の項

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先21
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の22の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の23の項

事後

広島市個人番号の利用に
関する条例の改正によるも
ので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和4年5月24日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先30

—

移転先30：
 ①法令上の根拠：広島市個人番号の利用
に関する条例第3条別表第2の21の項
 ②移転先における用途：重度精神障害者
通院医療費補助の資格者証の交付の申請
に係る事実についての審査
 ③移転する情報：個人市民税課税情報
 ④移転する情報の対象となる本人の数：1
万人未満
 ⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
重度精神障害者、当該重度心身障害者の
配偶者及び扶養義務者
 ⑥移転方法：庁内連携システム
 ⑦時期・頻度：年次、随時

事後

特定個人情報の移転先を
追加することによるもの
で、その他の項目の変更で
あり、事前の提出、公表が
義務付けられていない。

令和4年5月24日
（別紙１）番号利用法第１９
条第８号別表第２に定める
事務

（別紙１）番号利用法第１９条第７号別表第２
に定める事務

（別紙１）番号利用法第１９条第８号別表第２
に定める事務

事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和4年5月24日
（別紙１）番号利用法第１９
条第８号別表第２に定める
事務

—

項番：121
情報照会者：公的給付の支給等の迅速か
つ確実な実施のための預貯金口座の登録
等に関する法律第十条に規定する特定公
的給付の支給を実施する行政機関の長等
事務：公的給付の支給等の迅速かつ確実な
実施のための預貯金口座の登録等に関す
る法律による特定公的給付の支給を実施す
るための基礎とする情報の管理に関する事
務であって主務省令で定めるもの
特定個人情報：地方税関係情報であって主
務省令で定めるもの

事後

番号利用法関係法令の改
正によるもので、その他の
項目の変更であり、事前の
提出、公表が義務付けら
れていない。

令和5年12月21日

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム６　②システムの機
能

４．団体内統合宛名機能
個人番号と団体内統合宛名番号とを紐付け
て管理する機能。団体内統合宛名番号が未
登録の個人番号については、新規に団体内
統合宛名番号を払出す。

４．団体内統合宛名機能
個人番号と団体内統合宛名番号とを紐付け
て管理する機能。団体内統合宛名番号が未
登録の個人番号については、新規に団体内
統合宛名番号を割り当てる。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム８　②システムの機
能

１．符号管理機能
　情報提供ネットワークシステムを利用した
情報照会及び情報提供に用いる個人の識
別子である「符号」と、情報保有機関内で個
人を特定するために利用する「団体内統合
宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管
理する機能
２．情報照会機能
　他の行政機関等への特定個人情報の照
会及び提供された特定個人情報の受領を
行う機能
３．情報提供機能
　他の行政機関等からの特定個人情報の
照会に対して、該当する特定個人情報を提
供する機能

１．符号管理機能
　符号管理機能は情報照会、情報提供に用
いる個人の識別子である「符号」と、情報保
有機関内で個人を特定するために利用する
「団体内統合宛名番号」とを紐付け、その情
報を保管・管理する機能
２．情報照会機能
　情報照会機能は、情報提供ネットワークシ
ステムを介して、特定個人情報の情報照会
及び情報提供受領を行う機能
３．情報提供機能
　情報提供機能は、情報提供ネットワークシ
ステムを介して、情報照会要求の受領及び
当該特定個人情報の提供を行う機能

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年12月21日

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム８　②システムの機
能

４．既存システム接続機能
　中間サーバーと既存システム、宛名システ
ム及び住民記録システムとの間で情報照会
内容、情報提供内容、特定個人情報、符号
取得のための連携を行う機能
５．情報提供等記録管理機能
　他の行政機関からの特定個人情報の照
会又は提供があった旨の情報提供等記録
を生成し、管理する機能
６．情報提供データベース管理機能
　情報提供の対象となる特定個人情報の副
本を保持･管理する機能

４．既存システム接続機能
　中間サーバーと既存システム、団体内統
合宛名システム及び住基システムとの間で
情報照会内容、情報提供内容、特定個人情
報、符号取得のための情報等について連携
するための機能
５．情報提供等記録管理機能
　特定個人情報の照会、又は提供があった
旨の情報提供等記録を生成し、管理する機
能
６．情報提供データベース管理機能
　特定個人情報を副本として、保持・管理す
る機能

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム８　②システムの機
能

７．データ送受信機能
　中間サーバーと情報提供ネットワークシス
テムとの間で情報照会、情報提供及び符号
取得のための連携を行う機能
８．セキュリティ管理機能
　特定個人情報の暗号化及び複合化や電
文への署名付与、電文及び提供許可証に
付与されている署名の検証、それらに伴う
鍵管理及び情報提供ネットワークシステム
から受信した情報提供ＮＷＳ配信マスター
情報の管理を行う機能

７．データ送受信機能
　中間サーバーと情報提供ネットワークシス
テムとの間で情報照会、情報提供、符号取
得のための情報等について連携するための
機能
８．セキュリティ管理機能
　特定個人情報の暗号化及び復号や、電文
への署名付与、電文及び情報提供許可証
に付与されている署名の検証、それらに伴
う鍵管理を行う。また、情報提供ネットワー
クシステムから受信した情報提供NWS配信
マスター情報を管理する機能

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム８　②システムの機
能

９．職員認証・権限管理機能
　中間サーバーを利用する職員の認証と職
員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人情報へのアクセス制御を行う機能
１０．システム管理機能
　バッチ処理の状況管理、業務統計情報の
集計、稼動状態の通知、保管切れ情報の削
除等を行う機能

９．職員認証・権限管理機能
　中間サーバーを利用する職員の認証と職
員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人情報へのアクセス制御を行う機能
１０．システム管理機能
　バッチの状況管理、業務統計情報の集
計、稼動状態の通知、保管期限切れ情報の
削除、機関別設定情報の管理を行う機能

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム８　②システムの機
能

（右記を追加）

１１．自己情報提供機能
　自己情報提供機能は、情報提供ネット
ワークシステムを介して自己情報に対する
提供の求めを受領し、当該の特定個人情報
及び自己情報提供用添付ファイルの提供を
行う機能
１２．お知らせ機能
　お知らせ機能は、お知らせ情報提供対象
者へのお知らせ情報の送信依頼に対し、情
報提供ネットワークシステムを介して、お知
らせ情報の提供を行う。また、お知らせ情報
提供対象者へ提供したお知らせ情報に対す
る状況確認依頼に対し、情報提供ネット
ワークシステムを介して回答結果の受領を
行う機能

事後

特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用す
るシステムの機能を追記し
たもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和5年12月21日
Ⅰ 基本情報
（別添１）事務内容

（備考）
①～⑦　（略）
⑧納期限までに完納しない場合は、納税者
に督促状を送付する。
⑨督促状送付後も完納しない場合は、広島
市市税等お知らせセンターから納税者に電
話による納付勧奨等を行う。また、職員によ
る滞納整理を開始する。
⑩納税者等からの証明書交付請求書を受
け付け、請求内容に応じた証明書を交付す
る。

（備考）
①～⑦　（略）
⑧⑦について、必要に応じて、番号利用法
別表第二に基づき、情報提供ネットワークシ
ステムにより情報照会を行う。
⑨納期限までに完納しない場合は、納税者
に督促状を送付する。
⑩督促状送付後も完納しない場合は、広島
市市税等お知らせセンターから納税者に電
話による納付勧奨等を行う。また、職員によ
る滞納整理を開始する。
⑪納税者等からの証明書交付請求書を受
け付け、請求内容に応じた証明書を交付す
る。

事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
主な記録項目
その他

— 口座登録・連携ファイル関係情報 事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
その妥当性
③業務関係情報

（右記を追加）
・口座登録・連携ファイル関係情報：納税義
務者からの依頼に基づき、過誤納金等の振
込先口座を取得するため。

事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
全ての記録項目
（別添２）特定個人情報ファ
イル記録項目
【個人市・県民税関係】
<課税台帳情報>

（右記の項目を追加）

226.減免前森林環境税額 227.減免後森林
環境税額 228.森林環境税減免額 229.特徴
森林環境税額 230.普徴森林環境税額 231.
年金以外分普徴森林環境税額 232.年金対
象森林環境税額 233.年金特徴森林環境税
額 234.月割・期割額別国税額

事前



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
全ての記録項目
（別添２）特定個人情報ファ
イル記録項目
【収納管理関係】
<収納管理情報>

（右記の項目を追加又は修正）
4.通知書番号 6.賦課区 12.過誤納額 14.収
入年月日 15.収入区分

事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
全ての記録項目
（別添２）特定個人情報ファ
イル記録項目
【収納管理関係】
<還付充当情報>

—

1.還付充当番号 2.調定年度 3.対象年度 4.
科目 5.通知書番号 6.期別 7.賦課区 8.宛名
番号 9.過誤納額 10.過誤納通知日 11.過誤
納理由 12.支出決定日 13.還付額 14.充当
額 15.還付加算金 16.還付方法 17.還付口
座情報 18.口座登録・連携ファイル情報,19.
還付年月日 20.充当先調定年度 21.充当先
対象年度 22.充当先科目 23.充当先通知書
番号 24.充当先期別 25.充当先賦課区26.更
新職員ID 27.更新年月日

事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
全ての記録項目
（別添２）特定個人情報ファ
イル記録項目
【収納管理関係】
<共通納税納付情報>

—

1.納付番号 2.納付区分 3.確認番号 4.調定
年度 5.対象年度 6.宛名番号 7.納税者ID 8.
利用者ID 9.納付額 10.納付年月日 11.収入
年月日 12.更新職員ID 13.更新年月日

事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
全ての記録項目
（別添２）特定個人情報ファ
イル記録項目
【滞納管理関係】
<滞納者情報>

（右記の項目を追加又は修正）

18.期別コード 110.徴収猶予ＩＤ 201.申請者
グループコード 232.本税充当額 233.延滞金
充当額 331.自宅電話番号 332.携帯電話番
号 355.約束担当者所属課名 368.電話番号
情報 369.加算金情報 370.土地情報 371.家
屋情報 372.充当額残額情報 373.未充当額
情報 374.不納欠損額情報 375.連絡先情報
376.勤務先情報 377.送付先情報 378.本籍
情報 379.外国籍情報 380.本税収納額 381.
延滞金収納額 382.収納額合計 383.執行停
止延滞金額 384.収入年月日 385.確定延滞
金 386.算出延滞金 387.一時取扱金情報
388.関係者情報 389.時効管理情報 390.預
かり文書情報 391.公売情報 392.同一人情
報

事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
３．特定個人情報の入手・
使用
①入手元

国税庁、年金保険者、地方公共団体情報シ
ステム機構

国税庁、年金保険者、地方公共団体情報シ
ステム機構、デジタル庁

事前

令和5年12月21日

Ⅱファイルの概要
３．特定個人情報の入手・
使用
③入手の時期・頻度
③業務関係情報

（右記を追加） ・口座登録・連携ファイル関係情報：随時 事前

令和5年12月21日
Ⅱ　ファイルの概要
６.特定個人情報の保管・消
去　①保管場所

＜広島市における措置＞
・特定個人情報は本市データセンター内に
設置したサーバーのデータベース内に保管
する。
・データセンターでは、以下の３か所の入口
において入退管理を行う。それぞれの入口
を通過するためには、事前に入室申請がな
された個人ごとのICカードが必要となる。ま
た、入室を許可されない者が入室を許可さ
れた者に追従して不正に侵入すること（共連
れ）を防止するため、データセンター入口の
セキュリティゲートでは有人監視を実施する
ほか、重要な区画の入口には監視カメラを
設置している。
　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠
なお、上記1及び2においては、ＩＣカードでの
認証を行い、3においてはＩＣカード、パス
ワード及び生体認証（指紋）の三要素での
認証を行っている。

＜広島市における措置＞
・特定個人情報は本市データセンター内に
設置したサーバーのデータベース内に保管
する。
・データセンターでは、以下の３か所の入口
において入退管理を行う。
　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠
　上記1及び2においては、ＩＣカードでの認
証を行い、3においてはＩＣカード、パスワー
ド及び生体認証（指紋）の三要素での認証
を行っている。なお、ICカードは個人ごとに
事前に入室申請しておく必要がある。
　また、入室を許可されない者が入室を許
可された者に追従して不正に侵入すること
（共連れ）を防止するため、データセンター
入口のセキュリティゲートでは有人監視を実
施するほか、重要な区画の入口には監視カ
メラを設置している。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日
Ⅱファイルの概要
６.特定個人情報の保管・消
去　①保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは中間
サーバー用データセンターに設置しており、
データセンターへの入館及びサーバー室へ
の入室を厳重に管理する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータ
センターに設置している。データセンターへ
の入館、及びサーバー室への入室を行う際
は、警備員などにより顔写真入りの身分証
明書と事前申請との照合を行う。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年12月21日
Ⅱファイルの概要
６.特定個人情報の保管・消
去　③消去方法

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体か
らの操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運用
を行う事業者が特定個人情報を消去するこ
とはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運用
を行う事業者において、保存された情報が
読み出しできないよう、物理的破壊又は専
用ソフト等を利用して完全に消去する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体か
らの操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運用
を行う事業者が特定個人情報を消去するこ
とはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運用
を行う事業者において、保存された情報が
読み出しできないよう、物理的破壊により完
全に消去する。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
2.特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステム
を通じた入手を除く。）
リスク3：入手の際の本人確
認の措置の内容

＜共通基盤における措置＞
・共通基盤を利用して別の事務で使用して
いるシステムから特定個人情報を入手する
場合には、情報を保有している事務と情報
を必要としている事務との間で合意された
仕様に基づき、自動的に情報の入手が行わ
れる仕組みとなっており、入手した情報が他
人の情報と紐付けられたり、全く別の情報に
書き換えられたりすることはない。

＜共通基盤における措置＞
・共通基盤を利用して別の事務で使用して
いるシステムから特定個人情報を入手する
場合には、情報を保有している事務と情報
を必要としている事務との間で合意された
仕様に基づき、自動的に情報の入手が行わ
れる仕組みとなっており、入手した情報が他
人の情報と紐付けられたり、別の情報に書
き換えられたりすることはない。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
2.特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステム
を通じた入手を除く。）
リスク3：個人番号の真正性
確認の措置の内容

＜共通基盤における措置＞
・共通基盤を利用して別の事務で使用して
いるシステムから特定個人情報を入手する
場合には、情報を保有している事務と情報
を必要としている事務との間で合意された
仕様に基づき、自動的に情報の入手が行わ
れる仕組みとなっており、入手した情報が他
人の個人番号と紐付けられたり、全く別の
番号に書き換えられたりすることはない。

＜共通基盤における措置＞
・共通基盤を利用して別の事務で使用して
いるシステムから特定個人情報を入手する
場合には、情報を保有している事務と情報
を必要としている事務との間で合意された
仕様に基づき、自動的に情報の入手が行わ
れる仕組みとなっており、入手した情報が他
人の個人番号と紐付けられたり、別の番号
に書き換えられたりすることはない。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
６.情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
リスクに対する措置の内容

（※２）番号法別表第２及び第１９条第１４号
に基づき、事務手続きごとに情報照会者、
情報提供者、照会・提供可能な特定個人情
報をリスト化したもの。

（※２）番号法の規定による情報提供ネット
ワークシステムを使用した特定個人情報の
提供に係る情報照会者、情報提供者、事務
及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の
可否を判断するために使用するもの。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
６.情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク２：安全が保たれない
方法によって入手が行われ
るリスク
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置
＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会と
の協議を経て、総務大臣が設置・管理する
情報提供ネットワークシステムを使用した特
定個人情報の入手のみ実施できるよう設計
されるため、安全性が担保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置
＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会と
の協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理
する情報提供ネットワークシステムを使用し
た特定個人情報の入手のみ実施できるよう
設計されるため、安全性が担保されている。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
６.情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク３：入手した特定個人
情報が不正確であるリスク
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置
＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会と
の協議を経て、総務大臣が設置・管理する
情報提供ネットワークシステムを使用して、
情報提供用個人識別符号により紐付けられ
た照会対象者に係る特定個人情報を入手
するため、正確な照会対象者に係る特定個
人情報を入手することが担保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置
＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会と
の協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理
する情報提供ネットワークシステムを使用し
て、情報提供用個人識別符号により紐付け
られた照会対象者に係る特定個人情報を入
手するため、正確な照会対象者に係る特定
個人情報を入手することが担保されている。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
６.情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク５：不正な提供が行わ
れるリスク
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置
＞
③特に慎重な対応が求められる情報につい
ては自動応答を行わないように自動応答不
可フラグを設定し、特定個人情報の提供を
行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を
行うことで、センシティブな特定個人情報が
不正に提供されるリスクに対応している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置
＞
③機微情報については自動応答を行わな
いように自動応答不可フラグを設定し、特定
個人情報の提供を行う際に、送信内容を改
めて確認し、提供を行うことで、センシティブ
な特定個人情報が不正に提供されるリスク
に対応している。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
７.特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏
えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策　具体的な対
策の内容

＜広島市における措置＞
・特定個人情報は本市データセンター内に
設置したサーバーのデータベース内に保管
する。
・データセンターでは、以下の３か所の入口
において入退管理を行う。それぞれの入口
を通過するためには、事前に入室申請がな
された個人ごとのICカードが必要となる。ま
た、入室を許可されない者が入室を許可さ
れた者に追従して不正に侵入すること（共連
れ）を防止するため、データセンター入口の
セキュリティゲートでは有人監視を実施する
ほか、重要な区画の入口には監視カメラを
設置している。
　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠
なお、上記1及び2においては、ＩＣカードでの
認証を行い、3においてはＩＣカード、パス
ワード及び生体認証（指紋）の三要素での
認証を行っている。

＜広島市における措置＞
・特定個人情報は本市データセンター内に
設置したサーバーのデータベース内に保管
する。
・データセンターでは、以下の３か所の入口
において入退管理を行う。
　1.データセンター入口のセキュリティゲート
　2.サーバー室入口の電子錠
　3.サーバー室内サーバー設置場所入口の
電子錠
上記1及び2においては、ＩＣカードでの認証
を行い、3においてはＩＣカード、パスワード
及び生体認証（指紋）の三要素での認証を
行っている。なお、ＩＣカードは、事前に申請
を受けて、入室を許可した者に対して個人ご
とに貸与している。
　また、入室を許可されない者が入室を許
可された者に追従して不正に侵入すること
（共連れ）を防止するため、データセンター
入口のセキュリティゲートでは有人監視を実
施するほか、重要な区画の入口には監視カ
メラを設置している。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和5年12月21日

Ⅲリスク対策（プロセス）
７.特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏
えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策　具体的な対
策の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
（右記を追加）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
②事前に申請し承認されてない物品、記憶
媒体、通信機器などを不正に所持し、持出
持込することがないよう、警備員などにより
確認している。

事後

具体的な対策の内容を追
記したもので、当該 リスク
を明らかに軽減させる変更
であり、事前の提出、公表
が義務付けられていない。

令和5年12月21日

Ⅳ リスク対策（その他）
２.従業者に対する教育・啓
発
具体的な方法

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー･プラットフォームの運用に
携わる職員及び事業者に対し、セキュリティ
研修等を実施することとしている。
②中間サーバー･プラットフォームの業務に
就く場合は、運用規則等について研修を行
うこととしている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①IPA（情報処理推進機構）が提供する最新
の情報セキュリティ教育用資料等を基にセ
キュリティ教育資材を作成し、中間サー
バー･プラットフォームの運用に携わる職員
及び事業者に対し、運用規則（接続運用規
程等）や情報セキュリティに関する教育を年
次（年２回）及び随時（新規要員着任時）実
施することとしている。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和6年11月26日

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務
②事務の内容

地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税
のうち市税の賦課徴収に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの
１　納税者からの申告、届出等による課税
管理事務
２　収納情報及び課税情報による収納、還
付、充当等を行う収納管理事務
３　滞納情報による督促状等送付や滞納整
理を行う滞納管理事務
４　納税者の宛名情報の特定や突合を行う
宛名管理事務

・納税者からの申告、届出又は調査により
課税し、納税通知書等を送付するとともに、
納税者が納付した税金を市の収入として受
け入れ、納付額が課税額よりも多い場合は
超過額を還付し、納税者からの納付がない
場合、納付額が課税額より少ない場合は督
促を行った後、滞納整理を行う。
（詳細は、「（別添１）事務の内容」を参照）

地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例又は森林環境
税及び森林環境譲与税に関する法律によ
る地方税又は森林環境税のうち、市税又は
森林環境税の賦課徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの
１　納税者からの申告、届出等による課税
管理事務
２　収納情報及び課税情報による収納、還
付、充当等を行う収納管理事務
３　滞納情報による督促状等送付や滞納整
理を行う滞納管理事務
４　納税者の宛名情報の特定や突合を行う
宛名管理事務

・納税者からの申告、届出又は調査により
課税し、納税通知書等を送付するとともに、
納税者が納付した税金を市の収入として受
け入れ、納付額が課税額よりも多い場合は
超過額を還付し、納税者からの納付がない
場合、納付額が課税額より少ない場合は督
促を行った後、滞納整理を行う。
（詳細は、「（別添１）事務の内容」を参照）

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム１
②システムの機能

・地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税
のうち市税の賦課徴収に関する電算処理機
能
①各税目の納税者番号の付番、確認
②各税目の税額計算及び台帳作成
③申告書等の情報の管理
④納税者の基本情報や関係者情報の管理
⑤各税目の納税通知書、納付書等の帳票
発行
⑥法定調書等の資料情報の管理
⑦各種証明書発行

地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例又は森林環境
税及び森林環境譲与税に関する法律によ
る地方税又は森林環境税のうち、市税又は
森林環境税の賦課徴収に関する電算処理
機能
①各税目の納税者番号の付番、確認
②各税目の税額計算及び台帳作成
③申告書等の情報の管理
④納税者の基本情報や関係者情報の管理
⑤各税目の納税通知書、納付書等の帳票
発行
⑥法定調書等の資料情報の管理
⑦各種証明書発行

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム２
②システムの機能

・地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税
のうち市税の滞納整理に関する電算処理機
能
①滞納者の滞納状況の管理
②滞納者との折衝記録の管理
③滞納整理関係帳票、納付書等の作成
④統計情報の管理

地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例又は森林環境
税及び森林環境譲与税に関する法律によ
る地方税又は森林環境税のうち、市税又は
森林環境税の滞納整理に関する電算処理
機能
①滞納者の滞納状況の管理
②滞納者との折衝記録の管理
③滞納整理関係帳票、納付書等の作成
④統計情報の管理

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム６
①システムの名称

共通基盤（庁内連携システム及び宛名シス
テムに相当）

共通基盤（庁内連携システム、宛名システ
ム及び申請管理システムに相当）

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日
Ⅰ　基本情報
５．個人番号の利用
法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（以下「番
号利用法」という。）第9条第1項
番号利用法別表第一の16の項
番号利用法別表第一の主務省令で定める
事務を定める命令第16条
番号利用法第９条第２項
広島市個人番号の利用に関する条例第３
条

行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（以下「番
号利用法」という。）第9条第1項
番号利用法別表の24の項
番号利用法別表の主務省令で定める事務
を定める命令第16条
番号利用法第９条第２項
広島市個人番号の利用に関する条例第３
条

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシ
ステムによる情報連携
②法令上の根拠

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第8号
番号利用法別表第二の27の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第20条

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第8号
番号利用法別表第二の1、2、3、4、6、8、9、
11、16、18、20、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、
57、58、59、61、62、63、64、65、66、67、
70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、94、
97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120、121の項
番号利用法別表第二の主務省令で定める
事務及び情報を定める命令第1、2、3、4、
6、7、8、10、12、13、14、16、19、20、21、
22、22の3、22の4、23、24、24の2、24の3、
25、26の3、27、28、31、31の2の2、31の3、
32、33、34、35、36、37、38、39，39の2、40、
43、43の3、43の4、44、44の5、45、47、49、
49の2、51、53、54、55、58、59、59の2の2、
59の2の3、59の3、59の4条
※番号利用法別表第二の29、102、115の項
に係る主務省令は未制定。

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第8号
番号利用法別表第19条第8号に基づく利用
特定個人情報の提供に関する命令第2条の
表48の項
番号利用法別表第19条第8号に基づく利用
特定個人情報の提供に関する命令第50条

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第8号
番号利用法別表第19条第8号に基づく利用
特定個人情報の提供に関する命令第2条の
表
1、2、3、4、5、7、11、13、15、20、28、37、
39、42、48、49、53、57、58、59、63、65、
66、69、73、75、76、81、83、84、86、87、
88、89、90、91、92、96、98、106、108、115、
124、125、129、130、132、137、138、140、
141、142、144、147、151、152、155、156、
158、160、161、163、164、165、166、167、
168、169、170、171、172、173の項
番号利用法別表第19条第8号に基づく利用
特定個人情報の提供に関する命令第
3、4、5、6、7、9、13、15、17、22、30、39、
41、44、50、51、55、59、60、61、65、67、
68、71、75、77、78、83、85、86、88、89、
90、91、92、93、94、98、100、108、110、
117、126、127、131、132、134、139、140、
142、143、144、146、149、153、154、157、
158、160、162、163、165、166、167、168、
169、170、171、172、173、174、175条

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
全ての記録項目
（別添２）特定個人情報ファ
イル記録項目
【個人市・県民税関係】
<課税台帳情報>

（右記の項目を追加又は修正）

226.森林環境税額 227.普通徴収森林環境
税額 228.特別徴収森林環境税額 229.年金
特徴森林環境税額 230.公年所得算出森林
環境税額 231.定額減税前都道府県民税所
得割額 232.定額減税前市町村民税所得割
額 233.都道府県民税定額減税額 234.市町
村民税定額減税額 235.都道府県民税定額
減税可能額 236.市町村民税定額減税可能
額

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託の有無

4件 5件 事前 ①重要な変更



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項９
ｅLTAX等課税資料のデータ
チェック処理業務

追加

①委託内容：給与支払報告書等課税資料
のデータチェック処理等
②取扱いを委託する特定個人情報ファイル
の範囲：特定個人情報ファイルの一部
対象となる本人の数：10万人以上100万人
未満
対象となる本人の範囲：市税の納税者、課
税調査の対象者等の一部
その妥当性：電算処理により課税するため、
各種申告書等のデータチェックを行うことか
ら、特定個人情報ファイルの取扱いが必要
となる。
③委託先における取扱者数：10人未満
④委託先への特定個人情報ファイルの提供
方法：紙、その他（市税システム、eLTAX）
⑤委託先名の確認方法：広島市ホームペー
ジの調達情報公開システムにより、委託先
名を公表している。
⑥委託先名：TOPPANエッジ株式会社　西
日本営業統括本部　中四国営業本部　中国
営業部　広島営業所
⑦再委託の有無：再委託しない

事前 ①重要な変更

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
提供・移転の有無

提供を行っている　62件
移転を行っている　27件

提供を行っている　78件
移転を行っている　30件

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
提供先１

番号利用法第19条第8号別表第二に定める
情報照会者（別紙1）

番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表に
定める情報照会者（別紙1）

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
提供先１
②提供先における用途

番号利用法別表第二に定める事務
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表に
定める特定個人番号利用事務

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先４
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の9の項

番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
86及び87の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先5

こども未来局児童相談所支援課 こども未来局児童相談所 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先9
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の31の項及び
54の項
広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の5の項、7の項及び20の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
53の項及び76の項
広島市個人番号の利用に関する条例第3条
別表第2の5の項、7の項及び20の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先10
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の66の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
91の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先11
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の67の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法第19条第8号に基づく利
用特定個人情報の提供に関する命令第2条
の表の92の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先12

こども未来局保育企画課 こども未来局幼保企画課 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先13

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先14

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先14
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の57の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
81の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先15

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先15
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の74の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
106の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先16

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先16
①法令上の根拠

番号利用法別表第2の70の項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
96の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先17

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先17
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の64の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
89の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先18

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先18
①法令上の根拠

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項、番号利用法別表第2の65の項

広島市個人番号の利用に関する条例第3条
第3項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
90の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先19

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先20

こども未来局児童相談所支援課、こども未
来局こども・家庭支援課

こども未来局児童相談所、こども未来局こど
も青少年支援部

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先22

こども未来局保育企画課 こども未来局幼保企画課 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先28
①法令上の根拠

番号利用法第19条第7項別表第2の26の項
番号利用法第19条第8号に基づく利用特定
個人情報の提供に関する命令第2条の表の
42の項

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除
く）
移転先29

こども未来局こども・家庭支援課 こども未来局こども青少年支援部 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
項番１

事務
健康保険法第五条第二項の規定により厚
生労働大臣が行うこととされた健康保険に
関する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税法その他の地方税に関する法律に
基づく条例の規定により算定した税額若しく
はその算定の基礎となる事項に関する情報
（以下「地方税関係情報」という。）であって
主務省令で定めるもの

事務
健康保険法第五条第二項の規定により厚
生労働大臣が行うこととされた健康保険に
関する事務又は同法による保険医若しくは
保険薬剤師の登録に関する事務であって次
条で定めるもの

特定個人情報
地方税法その他の地方税に関する法律に
基づく条例の規定により算定した税額若しく
はその算定の基礎となる事項に関する情報
（以下「地方税関係情報」という。）であって
次条で定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
項番２

事務
健康保険法による保険給付の支給に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

事務
健康保険法による保険給付の支給に関す
る事務であって第四条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第四条で定めるも
の

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
項番３

事務
健康保険法による保険給付の支給に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

事務
健康保険法による保険給付の支給に関す
る事務であって第五条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第五条で定めるも
の

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　総務大臣又は
都道府県知事

追加

事務
恩給法による年金である給付又は一時金の
支給に関する事務であって第六条で定める
もの

特定個人情報
地方税関係情報であって第六条で定めるも
の

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　４

事務
船員保険法第四条第二項の規定により厚
生労働大臣が行うこととされた船員保険に
関する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　５

事務
船員保険法第四条第二項の規定により厚
生労働大臣が行うこととされた船員保険に
関する事務であって第七条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第七条で定めるも
の

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　全国健康保険
協会

項番　６

事務
船員保険法による保険給付又は平成十九
年法律第三十号附則第三十九条の規定に
よりなお従前の例によるものとされた平成十
九年法律第三十号第四条の規定による改
正前の船員保険法による保険給付の支給
に関する事務であって主務省令で定めるも
の

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　７

事務
船員保険法による保険給付又は平成十九
年法律第三十号附則第三十九条の規定に
よりなお従前の例によるものとされた平成十
九年法律第三十号第四条の規定による改
正前の船員保険法による保険給付の支給
に関する事務であって第九条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第九条で定めるも
の

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

項番　８

事務
児童福祉法による養育里親若しくは養子縁
組里親の登録、里親の認定又は障害児入
所給付費、高額障害児入所給付費若しくは
特定入所障害児食費等給付費の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　11

事務
児童福祉法による養育里親若しくは養子縁
組里親の登録、里親の認定又は障害児入
所給付費、高額障害児入所給付費若しくは
特定入所障害児食費等給付費の支給に関
する事務であって第十三条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第十三条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

項番　９

事務
児童福祉法による小児慢性特定疾病医療
費の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　13

事務
児童福祉法による小児慢性特定疾病医療
費の支給に関する事務であって第十五条で
定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第十五条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　13

事務
児童福祉法による障害児通所給付費、特例
障害児通所給付費、高額障害児通所給付
費、障害児相談支援給付費若しくは特例障
害児相談支援給付費の支給又は障害福祉
サービスの提供に関する事務であって主務
省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　15

事務
児童福祉法による障害児通所給付費、特例
障害児通所給付費、高額障害児通所給付
費、障害児相談支援給付費若しくは特例障
害児相談支援給付費の支給又は障害福祉
サービスの提供に関する事務であって第十
七条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第十七条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は市町村長

項番　16

事務
児童福祉法による負担能力の認定又は費
用の徴収に関する事務であって主務省令で
定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　20

事務
児童福祉法による負担能力の認定又は費
用の徴収に関する事務であって第二十二条
で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第二十二条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　18

事務
予防接種法による給付の支給又は実費の
徴収に関する事務であって主務省令で定め
るもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　28

事務
予防接種法による給付の支給又は実費の
徴収に関する事務であって第三十条で定め
るもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第三十条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　20

事務
身体障害者福祉法による障害福祉サービ
ス、障害者支援施設等への入所等の措置
又は費用の徴収に関する事務であって主務
省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　37

事務
身体障害者福祉法による障害福祉サービ
ス、障害者支援施設等への入所等の措置
又は費用の徴収に関する事務であって第三
十九条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第三十九条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

項番　23

事務
精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律による入院措置又は費用の徴収に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　39

事務
精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律による入院措置又は費用の徴収に関す
る事務であって第四十一条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第四十一条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
等

項番　26

事務
生活保護法による保護の決定及び実施又
は徴収金の徴収に関する事務であって主務
省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　42

事務
生活保護法による保護の決定及び実施又
は徴収金の徴収に関する事務であって第四
十四条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第四十四条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　27

事務
地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税
の賦課徴収に関する事務であって主務省令
で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　48

事務
地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例又は森林環境
税及び森林環境譲与税に関する法律によ
る地方税又は森林環境税の賦課徴収に関
する事務であって第五十条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第五十条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

項番　28

事務
地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税
の賦課徴収に関する事務であって主務省令
で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　49

事務
地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税
の賦課徴収に関する事務であって第五十一
条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第五十一条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣
又は共済組合等

項番　29

事務
地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例による地方税
の賦課徴収に関する事務であって主務省令
で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

削除 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　公営住宅法第
二条第十六号に規定する事
業主体である都道府県知事
又は市町村長

項番　31

事務
公営住宅法による公営住宅の管理に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　53

事務
公営住宅法による公営住宅の管理に関す
る事務であって第五十五条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第五十五条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　日本私立学校
振興・共済事業団

項番　34

事務
私立学校教職員共済法による短期給付又
は年金である給付の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　57

事務
私立学校教職員共済法による短期給付又
は年金である給付の支給に関する事務で
あって第五十九条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第五十九条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣
又は共済組合等

項番　35

事務
厚生年金保険法による年金である保険給付
又は一時金の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　58

事務
厚生年金保険法による年金である保険給付
又は一時金の支給に関する事務であって第
六十条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第六十条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　文部科学大臣
又は都道府県教育委員会

項番　37

事務
特別支援学校への就学奨励に関する法律
による特別支援学校への就学のため必要
な経費の支弁に関する事務であって主務省
令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　59

事務
特別支援学校への就学奨励に関する法律
による特別支援学校への就学のため必要
な経費の支弁に関する事務であって第六十
一条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第六十一条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県教育
委員会又は市町村教育委
員会

項番　38

事務
学校保健安全法による医療に要する費用に
ついての援助に関する事務であって主務省
令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　63

事務
学校保健安全法による医療に要する費用に
ついての援助に関する事務であって第六十
五条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第六十五条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　国家公務員共
済組合

項番　39

事務
国家公務員共済組合法による短期給付の
支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　65

事務
国家公務員共済組合法による短期給付の
支給に関する事務であって第六十七条で定
めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第六十七条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　国家公務員共
済組合連合会

項番　40

事務
国家公務員共済組合法又は国家公務員共
済組合法の長期給付に関する施行法によ
る年金である給付の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　66

事務
国家公務員共済組合法又は国家公務員共
済組合法の長期給付に関する施行法によ
る年金である給付の支給に関する事務で
あって第六十八条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第六十八条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長又は
国民健康保険組合

項番　42

事務
国民健康保険法による保険給付の支給又
は保険料の徴収に関する事務であって主務
省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　69

事務
国民健康保険法による保険給付の支給又
は保険料の徴収に関する事務であって第七
十一条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第七十一条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　48

事務
国民年金法による年金である給付若しくは
一時金の支給、保険料の納付に関する処
分又は保険料その他徴収金の徴収に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　73

事務
国民年金法による年金である給付若しくは
一時金の支給、保険料の納付に関する処
分又は保険料その他徴収金の徴収に関す
る事務であって第七十五条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第七十五条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　53

事務
知的障害者福祉法による障害福祉サービ
ス、障害者支援施設等への入所等の措置
又は費用の徴収に関する事務であって主務
省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　75

事務
知的障害者福祉法による障害福祉サービ
ス、障害者支援施設等への入所等の措置
又は費用の徴収に関する事務であって第七
十七条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第七十七条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　住宅地区改良
法第二条第二項に規定する
施行者である都道府県知事
又は市町村長

項番　54

事務
住宅地区改良法による改良住宅の管理若
しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更
又は収入超過者に対する措置に関する事
務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　76

事務
住宅地区改良法による改良住宅の管理若
しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更
又は収入超過者に対する措置に関する事
務であって第七十八条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第七十八条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
等

項番　57

事務
児童扶養手当法による児童扶養手当の支
給に関する事務であって主務省令で定める
もの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　81

事務
児童扶養手当法による児童扶養手当の支
給に関する事務であって第八十三条で定め
るもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第八十三条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　地方公務員共
済組合

項番　58

事務
地方公務員等共済組合法による短期給付
の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　83

事務
地方公務員等共済組合法による短期給付
の支給に関する事務であって第八十五条で
定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第八十五条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　地方公務員共
済組合又は全国市町村職
員共済組合連合会

項番　59

事務
地方公務員等共済組合法又は地方公務員
等共済組合法の長期給付等に関する施行
法による年金である給付の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　84

事務
地方公務員等共済組合法又は地方公務員
等共済組合法の長期給付等に関する施行
法による年金である給付の支給に関する事
務であって第八十六条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第八十六条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　61

事務
老人福祉法による福祉の措置に関する事
務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　86

事務
老人福祉法による福祉の措置に関する事
務であって第八十八条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第八十八条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　62

事務
老人福祉法による費用の徴収に関する事
務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　87

事務
老人福祉法による費用の徴収に関する事
務であって第八十九条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第八十九条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

項番　63

事務
母子及び父子並びに寡婦福祉法による償
還未済額の免除又は資金の貸付けに関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　88

事務
母子及び父子並びに寡婦福祉法による償
還未済額の免除又は資金の貸付けに関す
る事務であって第九十条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第九十条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は市町村長

項番　64

事務
母子及び父子並びに寡婦福祉法による配
偶者のない者で現に児童を扶養しているも
の又は寡婦についての便宜の供与に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　89

事務
母子及び父子並びに寡婦福祉法による配
偶者のない者で現に児童を扶養しているも
の又は寡婦についての便宜の供与に関す
る事務であって第九十一条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第九十一条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
等

項番　65

事務
母子及び父子並びに寡婦福祉法による給
付金の支給に関する事務であって主務省令
で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　90

事務
母子及び父子並びに寡婦福祉法による給
付金の支給に関する事務であって第九十二
条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第九十二条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣
又は都道府県知事

項番　66

事務
特別児童扶養手当等の支給に関する法律
による特別児童扶養手当の支給に関する
事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　91

事務
特別児童扶養手当等の支給に関する法律
による特別児童扶養手当の支給に関する
事務であって第九十三条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第九十三条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
等

項番　67

事務
特別児童扶養手当等の支給に関する法律
による障害児福祉手当若しくは特別障害者
手当又は昭和六十年法律第三十四号附則
第九十七条第一項の福祉手当の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　92

事務
特別児童扶養手当等の支給に関する法律
による障害児福祉手当若しくは特別障害者
手当又は昭和六十年法律第三十四号附則
第九十七条第一項の福祉手当の支給に関
する事務であって第九十四条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第九十四条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　70

事務
母子保健法による費用の徴収に関する事
務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　96

事務
母子保健法による費用の徴収に関する事
務であって第九十八条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第九十八条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣
又は都道府県知事

項番　71

事務
労働施策の総合的な推進並びに労働者の
雇用の安定及び職業生活の充実等に関す
る法律による職業転換給付金の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　98

事務
労働施策の総合的な推進並びに労働者の
雇用の安定及び職業生活の充実等に関す
る法律による職業転換給付金の支給に関
する事務であって第百条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百条で定めるも
の

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長（児
童手当法第十七条第一項
の表の下欄に掲げる者を含
む。）

項番　74

事務
児童手当法による児童手当又は特例給付
の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　106

事務
児童手当法による児童手当又は特例給付
の支給に関する事務であって第百八条で定
めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百八条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

追加

項番　108

事務
災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和四
十八年法律第八十二号）による災害弔慰金
若しくは災害障害見舞金の支給又は災害援
護資金の貸付けに関する事務であって第百
十条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百十条で定める
もの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　後期高齢者医
療広域連合

項番　80

事務
高齢者の医療の確保に関する法律による
後期高齢者医療給付の支給又は保険料の
徴収に関する事務であって主務省令で定め
るもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　115

事務
高齢者の医療の確保に関する法律による
後期高齢者医療給付の支給又は保険料の
徴収に関する事務であって第百十七条で定
めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百十七条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　84

事務
昭和六十年法律第三十四号附則第八十七
条第二項の規定により厚生年金保険の実
施者たる政府が支給するものとされた年金
である保険給付の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

削除 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　特定優良賃貸
住宅の供給の促進に関する
法律第十八条第二項に規
定する賃貸住宅の建設及
び管理を行う都道府県知事
又は市町村長

項番　85の2

事務
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する
法律による賃貸住宅の管理に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　124

事務
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する
法律による賃貸住宅の管理に関する事務で
あって第百二十六条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百二十六条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
等

項番　87

事務
中国残留邦人等支援給付等の支給に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　125

事務
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律による
支援給付の支給に関する事務であって第百
二十七条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百二十七条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　91

事務
平成八年法律第八十二号附則第十六条第
三項の規定により厚生年金保険の実施者
たる政府が支給するものとされた年金であ
る給付の支給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　129

事務
平成八年法律第八十二号附則第十六条第
三項の規定により厚生年金保険の実施者
たる政府が支給するものとされた年金であ
る給付の支給に関する事務であって第百三
十一条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百三十一条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　平成八年法律
第八十二号附則第三十二
条第二項に規定する存続組
合又は平成八年法律第八
十二号附則第四十八条第
一項に規定する指定基金

項番　92

事務
平成八年法律第八十二号による年金である
長期給付又は年金である給付の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　130

事務
平成八年法律第八十二号による年金である
長期給付又は年金である給付の支給に関
する事務であって第百三十二条で定めるも
の

特定個人情報
地方税関係情報であって第百三十二条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　94

事務
介護保険法による保険給付の支給、地域支
援事業の実施又は保険料の徴収に関する
事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　132

事務
介護保険法による保険給付の支給、地域支
援事業の実施又は保険料の徴収に関する
事務であって第百三十四条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百三十四条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は保健所を設置する市の
長

項番　97

事務
感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律による費用の負担又は
療養費の支給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　137

事務
感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律による費用の負担又は
療養費の支給に関する事務であって第百三
十九条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百三十九条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　101

事務
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員
共済組合制度の統合を図るための農林漁
業団体職員共済組合法等を廃止する等の
法律附則第十六条第三項の規定により厚
生年金保険の実施者たる政府が支給するも
のとされた年金である給付の支給に関する
事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　138

事務
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員
共済組合制度の統合を図るための農林漁
業団体職員共済組合法等を廃止する等の
法律附則第十六条第三項の規定により厚
生年金保険の実施者たる政府が支給するも
のとされた年金である給付の支給に関する
事務であって第百四十条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百四十条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　農林漁業団体
職員共済組合

項番　102

事務
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員
共済組合制度の統合を図るための農林漁
業団体職員共済組合法等を廃止する等の
法律による年金である給付（同法附則第十
六条第三項の規定により厚生年金保険の
実施者たる政府が支給するものとされた年
金である給付を除く。）若しくは一時金の支
給又は特例業務負担金の徴収に関する事
務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

削除 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　独立行政法人
農業者年金基金

項番　103

事務
独立行政法人農業者年金基金法による農
業者年金事業の給付の支給若しくは保険料
その他徴収金の徴収又は同法附則第六条
第一項第一号の規定により独立行政法人
農業者年金基金が行うものとされた平成十
三年法律第三十九号による改正前の農業
者年金基金法若しくは平成二年法律第二十
一号による改正前の農業者年金基金法に
よる給付の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　140

事務
独立行政法人農業者年金基金法による農
業者年金事業の給付の支給若しくは保険料
その他徴収金の徴収又は同法附則第六条
第一項第一号の規定により独立行政法人
農業者年金基金が行うものとされた平成十
三年法律第三十九号による改正前の農業
者年金基金法若しくは平成二年法律第二十
一号による改正前の農業者年金基金法に
よる給付の支給に関する事務であって第百
四十二条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百四十二条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　独立行政法人
日本学生支援機構

項番　106

事務
独立行政法人日本学生支援機構法による
学資の貸与に関する事務であって主務省令
で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　141

事務
独立行政法人日本学生支援機構法による
学資の貸与及び支給に関する事務であって
第百四十三条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百四十三条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　107

事務
特定障害者に対する特別障害給付金の支
給に関する法律による特別障害給付金の
支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　142

事務
特定障害者に対する特別障害給付金の支
給に関する法律による特別障害給付金の
支給に関する事務であって第百四十四条で
定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百四十四条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は市町村長

項番　108

事務
障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律による自立支援給付
の支給又は地域生活支援事業の実施に関
する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　144

事務
障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律による自立支援給付
の支給又は地域生活支援事業の実施に関
する事務であって第百四十六条で定めるも
の

特定個人情報
地方税関係情報であって第百四十六条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　総務大臣

追加

項番　147

事務
国会議員互助年金法を廃止する法律又は
同法附則第二条第一項の規定によりなおそ
の効力を有するものとされた同法による廃
止前の国会議員互助年金法による年金で
ある給付の支給に関する事務であって第百
四十九条で定めるもの

特定個人情報
	
地方税関係情報であって第百四十九条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　文部科学大
臣、都道府県知事又は都道
府県教育委員会

項番　113

事務
高等学校等就学支援金の支給に関する法
律による就学支援金の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　151

事務
高等学校等就学支援金の支給に関する法
律による就学支援金の支給に関する事務で
あって第百五十三条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百五十三条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　114

事務
職業訓練の実施等による特定求職者の就
職の支援に関する法律による職業訓練受
講給付金の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　152

事務
職業訓練の実施等による特定求職者の就
職の支援に関する法律による職業訓練受
講給付金の支給に関する事務であって第百
五十四条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百五十四条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　平成二十三年
法律第五十六号附則第二
十三条第一項第三号に規
定する存続共済会

項番　115

事務
平成二十三年法律第五十六号による年金
である給付の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

削除 事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　市町村長

項番　116

事務
子ども・子育て支援法による子どものための
教育・保育給付の支給又は地域子ども・子
育て支援事業の実施に関する事務であって
主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　155

事務
子ども・子育て支援法による子どものための
教育・保育給付若しくは子育てのための施
設等利用給付の支給又は地域子ども・子育
て支援事業の実施に関する事務であって第
百五十七条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百五十七条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　厚生労働大臣

項番　117

事務
年金生活者支援給付金の支給に関する法
律による年金生活者支援給付金の支給に
関する事務であって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　156

事務
年金生活者支援給付金の支給に関する法
律による年金生活者支援給付金の支給に
関する事務であって第百五十八条で定める
もの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百五十八条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

項番　120

事務
難病の患者に対する医療等に関する法律
による特定医療費の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　158

事務
難病の患者に対する医療等に関する法律
による特定医療費の支給に関する事務で
あって第百六十条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百六十条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　公的給付の支
給等の迅速かつ確実な実
施のための預貯金口座の
登録等に関する法律第十条
に規定する特定公的給付の
支給を実施する行政機関の
長等

項番　121

事務
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施
のための預貯金口座の登録等に関する法
律による特定公的給付の支給を実施するた
めの基礎とする情報の管理に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって主務省令で定める
もの

項番　160

事務
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施
のための預貯金口座の登録等に関する法
律による特定公的給付の支給を実施するた
めの基礎とする情報の管理に関する事務で
あって第百六十二条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百六十二条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
等

追加

項番　161

事務
昭和二十九年社発第三百八十二号通知に
基づく外国人であって生活保護関係事務の
取扱に準じた生活保護関係事務に関する事
務であって第百六十三条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百六十三条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　地域優良賃貸
住宅制度要綱第二条第九
号に規定する地域優良賃貸
住宅（公共供給型）又は同
条第十六号に規定する公営
型地域優良賃貸住宅（公共
供給型）の供給を行う都道
府県知事又は市町村長

追加

項番　163

事務
地域優良賃貸住宅制度要綱に基づく地域
優良賃貸住宅の管理に関する事務であって
第百六十五条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百六十五条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

追加

項番　164

事務
「特定感染症検査等事業について」の特定
感染症検査等事業実施要綱に基づくウイル
ス性肝炎患者等の重症化予防推進事業に
係る陽性者フォローアップ事業の実施に関
する事務であって第百六十六条で定めるも
の

特定個人情報
地方税関係情報であって第百六十六条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

追加

項番　165

事務
「感染症対策特別促進事業について」の肝
炎治療特別促進事業実施要綱に基づく肝
炎治療特別促進事業の実施に関する事務
であって第百六十七条で定めるもの

特定個人情報
	
地方税関係情報であって第百六十七条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

追加

項番　166

事務
「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業に
ついて」の肝がん・重度肝硬変治療研究促
進事業実施要綱に基づく肝がん・重度肝硬
変治療研究促進事業の実施に関する事務
であって第百六十八条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報第百六十八条で定めるも
の

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　文部科学大臣

追加

項番　167

事務
国の設置する高等学校等に係る高等学校
等修学支援事業費補助金（学び直しへの支
援）交付要綱に規定する高等学校等学び直
し支援金の支給に関する事務であって第百
六十九条で定めるもの

特定個人情報
	
地方税関係情報であって第百六十九条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は都道府県教育委員会

追加

項番　168

事務
高等学校等修学支援事業費補助金（学び
直しへの支援）交付要綱に規定する高等学
校等学び直し支援金の支給に関する事務で
あって第百七十条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百七十条で定
めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は都道府県教育委員会

追加

項番　169

事務
高等学校等修学支援事業費補助金（奨学
のための給付金）交付要綱に規定する高等
学校等に係る奨学のための給付金事業に
よる給付金の支給に関する事務であって第
百七十一条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百七十一条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は都道府県教育委員会

追加

項番　170

事務
高等学校等修学支援事業費補助金（専攻
科の生徒への奨学のための給付金）交付要
綱に規定する高等学校等専攻科に係る奨
学のための給付金事業による給付金の支
給に関する事務であって第百七十二条で定
めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百七十二条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　文部科学大臣

追加

項番　171

事務
国の設置する高等学校等に係る高等学校
等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒
への修学支援）交付要綱に規定する高等学
校等専攻科修学支援金の支給に関する事
務であって第百七十三条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百七十三条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事
又は都道府県教育委員会

追加

項番　172

事務
高等学校等修学支援事業費補助金（専攻
科の生徒への修学支援）交付要綱に規定
する高等学校等専攻科修学支援金の支給
に関する事務であって第百七十四条で定め
るもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百七十四条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
(別紙１)番号利用法第１９条
第８に基づく利用特定個人
情報の提供に関する命令第
2条の表に定める事務
情報提供者　都道府県知事

追加

項番　173

事務
「特定疾患治療研究事業について」の特定
疾患治療研究事業実施要綱に基づく特定
疾患治療研究事業の実施に関する事務で
あって第百七十五条で定めるもの

特定個人情報
地方税関係情報であって第百七十五条で
定めるもの

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク４：入手の際に特定個
人情報が漏えい・紛失する
リスク
リスクに対する措置の内容

＜業務システム、共通基盤における措置＞
・共通基盤を利用して別の事務で使用して
いるシステムから特定個人情報を入手する
場合には、本市外部のネットワークからアク
セスができない専用回線を用い、通信の暗
号化を行った上で、あらかじめ認められた通
信以外の通信を許可しない仕組みとするこ
とで、特定個人情報の漏えいを防止してい
る。

＜業務システム、共通基盤における措置＞
・共通基盤を利用して別の事務で使用して
いるシステムから特定個人情報を入手する
場合には、本市外部のネットワークからアク
セスができない専用回線を用い、通信の暗
号化を行った上で、あらかじめ認められた通
信以外の通信を許可しない仕組みとするこ
とで、特定個人情報の漏えいを防止してい
る。
・LGWANと本市のネットワークの間に DMZ
を設け、共通基盤から外部への直接通信を
遮断することにより、安全を確保している。
また、FW や連携サーバで外部接続先との
通信を制限している。

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
３.個人情報の使用
リスク３：従業員が事務外で
使用するリスク・リスクに対
する措置の内容

＜共通基盤における措置＞
・共通基盤の利用に係る操作記録（ログ）を
取得・保存しており、事務外で利用した場合
には、その職員を特定可能であることを職
員に周知し、事務外での使用の抑止を図っ
ている。

＜共通基盤における措置＞
・共通基盤の利用に係る操作記録（ログ）を
取得・保存しており、事務外で利用した場合
には、その職員を特定可能であることを職
員に周知し、事務外での使用の抑止を図っ
ている。
・機能ごとにアクセスできる端末の制限を
行っている。

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出

令和6年11月26日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
７．特定個人情報の保管・
消去
リスク１：特定個人情報の漏
えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

１．不正アクセス防止
・共通基盤の各種機能の利用にあたって
は、ICカードによる利用者認証及び権限管
理を行っており、あらかじめ登録された職員
以外が特定個人情報にアクセスすることは
できない。また、各種機能に係る操作記録
（ログ）の取得・保存を行っており、不正使用
が認められる場合には、職員の特定が可能
であることを周知することで、特定個人情報
への不正アクセスの抑止を図っている。
・本市の庁内ネットワークは、本市外部の
ネットワークからアクセスができない専用回
線を用い、通信の暗号化を行った上で、あら
かじめ設定された通信仕様に基づく通信の
み許可する仕組みとすることで、特定個人
情報の漏えいを防止している。また、本市の
庁内ネットワークは、常時監視を行ってお
り、不正アクセス等の脅威が検知された場
合には、監視画面に警告が表示されると共
に、脅威の種類、対象端末（又はサーバー、
ネットワーク機器）、時間等を記録する操作
記録（ログ）が取得・保存される。

１．不正アクセス防止
・共通基盤の各種機能の利用にあたって
は、ICカードによる利用者認証及び権限管
理を行っており、あらかじめ登録された職員
以外が特定個人情報にアクセスすることは
できない。また、各種機能に係る操作記録
（ログ）の取得・保存を行っており、不正使用
が認められる場合には、職員の特定が可能
であることを周知することで、特定個人情報
への不正アクセスの抑止を図っている。
・本市の庁内ネットワークは、本市外部の
ネットワークからアクセスができない専用回
線を用い、通信の暗号化を行った上で、あら
かじめ設定された通信仕様に基づく通信の
み許可する仕組みとすることで、特定個人
情報の漏えいを防止している。また、本市の
庁内ネットワークは、常時監視を行ってお
り、不正アクセス等の脅威が検知された場
合には、監視画面に警告が表示されると共
に、脅威の種類、対象端末（又はサーバー、
ネットワーク機器）、時間等を記録する操作
記録（ログ）が取得・保存される。
・LGWANと本市のネットワークの間に DMZ
を設け、共通基盤から外部への直接通信を
遮断することにより、安全を確保している。
また、境界 FW や連携サーバで外部接続先
との通信を制限している。

事前
③事後で足りるものの任意
に事前に提出



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務
②事務の内容

地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例又は森林環境
税及び森林環境譲与税に関する法律によ
る地方税又は森林環境税のうち、市税又は
森林環境税の賦課徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの
１　納税者からの申告、届出等による課税
管理事務
２　収納情報及び課税情報による収納、還
付、充当等を行う収納管理事務
３　滞納情報による督促状等送付や滞納整
理を行う滞納管理事務
４　納税者の宛名情報の特定や突合を行う
宛名管理事務

・納税者からの申告、届出又は調査により
課税し、納税通知書等を送付するとともに、
納税者が納付した税金を市の収入として受
け入れ、納付額が課税額よりも多い場合は
超過額を還付し、納税者からの納付がない
場合、納付額が課税額より少ない場合は督
促を行った後、滞納整理を行う。
（詳細は、「（別添１）事務の内容」を参照）

地方税法その他の地方税に関する法律及
びこれらの法律に基づく条例又は森林環境
税及び森林環境譲与税に関する法律によ
る地方税又は森林環境税のうち、市税又は
森林環境税の賦課徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの
１　納税者からの申告、届出等による課税
管理事務
２　収納情報及び課税情報による収納、還
付、充当等を行う収納管理事務
３　滞納情報による督促状等送付や滞納整
理を行う滞納管理事務
４　納税者の宛名情報の特定や突合を行う
宛名管理事務

・納税者からの申告、届出又は調査により
課税し、納税通知書等を送付するとともに、
納税者が納付した税金を市の収入として受
け入れ、納付額が課税額よりも多い場合は
超過額を還付し、納税者からの納付がない
場合、納付額が課税額より少ない場合は督
促を行った後、滞納整理を行う。
（詳細は、「（別添１）事務の内容」を参照）
・サービス検索・電子申請機能により申請さ
れた電子申請データを申請管理システムに
より受領又は市税システムに取り込むこと
により行う。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム1
③他システムとの接続

【　】情報提供ネットワークシステム
【○】庁内連携システム
【　】住民基本台帳ネットワークシステム
【　】既存住民基本台帳システム
【○】宛名システム等
【　】税務システム
【○】その他（滞納管理システム、家屋評価
システム、税務地図情報システム）

【　】情報提供ネットワークシステム
【○】庁内連携システム
【　】住民基本台帳ネットワークシステム
【　】既存住民基本台帳システム
【○】宛名システム等
【　】税務システム
【○】その他（滞納管理システム、家屋評価
システム、税務地図情報システム、申請管
理システム）

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム6
②システムの機能

１．ポータル機能
ICカードによる利用者認証、権限管理及び
業務システムの起動を行う機能。
２．システム間連携制御機能
共通基盤と業務システム間及び異なる業務
システム間のデータ連携を行う機能。
３．運用管理機能
システム監視、稼働記録（ログ）管理、ウイ
ルス対策及びデータのバックアップを行う機
能。
４．団体内統合宛名機能
個人番号と団体内統合宛名番号とを紐付け
て管理する機能。団体内統合宛名番号が未
登録の個人番号については、新規に団体内
統合宛名番号を割り当てる。
５．中間サーバー連携機能
中間サーバーと共通基盤間のデータ連携を
行い、中間サーバーへの情報照会要求の
送信及び照会結果の受信並びに特定個人
情報の副本の登録を行う機能。

１．ポータル機能
ICカードによる利用者認証、権限管理及び
業務システムの起動を行う機能。
２．システム間連携制御機能
共通基盤と業務システム間及び異なる業務
システム間のデータ連携を行う機能。
３．運用管理機能
システム監視、稼働記録（ログ）管理、ウイ
ルス対策及びデータのバックアップを行う機
能。
４．団体内統合宛名機能
個人番号と団体内統合宛名番号とを紐付け
て管理する機能。団体内統合宛名番号が未
登録の個人番号については、新規に団体内
統合宛名番号を割り当てる。
５．中間サーバー連携機能
中間サーバーと共通基盤間のデータ連携を
行い、中間サーバーへの情報照会要求の
送信及び照会結果の受信並びに特定個人
情報の副本の登録を行う機能。
６．ぴったりサービス対応機能
サービス検索・電子申請機能と共通基盤間
のデータ連携を行い、サービス検索・電子申
請機能への申請データ取得要求及び返信
のあった申請データの取得並びに申請デー
タ処理状況の登録を行う。取得した申請
データは、「２．システム間連携制御機能」に
より住民記録システムからマイナンバーカー
ドに搭載されている利用者証明用電子証明
書のシリアル番号と住記宛名番号が紐づい
た情報を取得し、申請データに含まれるシリ
アル番号を住記宛名番号へ変換し、住記宛
名番号及び団体内統合宛名番号を申請
データに紐づけてデータベースに保管する
とともに、申請データを業務システムに連携
する機能。

事前 ①重要な変更



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム6
③他システムとの接続

【　】情報提供ネットワークシステム
【　】庁内連携システム
【　】住民基本台帳ネットワークシステム
【○】既存住民基本台帳システム
【　】宛名システム等
【○】税務システム
【○】その他（中間サーバー、国保・年金・後
期高齢者医療システム、介護保険システ
ム、福祉情報システム、市営住宅総合管理
システム、選挙システム、下水道事業受益
者負担金システム、財務会計システム、文
書管理システム、人事・給与・庶務事務シス
テム、水道料金オンラインシステム、小児慢
性等システム、教育事務システム、放課後
児童クラブ利用料金収納管理システム、庁
内ＬＡＮ）

【　】情報提供ネットワークシステム
【　】庁内連携システム
【　】住民基本台帳ネットワークシステム
【○】既存住民基本台帳システム
【　】宛名システム等
【○】税務システム
【○】その他（中間サーバー、国保・年金・後
期高齢者医療システム、介護保険システ
ム、福祉情報システム、市営住宅総合管理
システム、選挙システム、下水道事業受益
者負担金システム、財務会計システム、文
書管理システム、人事・給与・庶務事務シス
テム、水道料金オンラインシステム、小児慢
性等システム、教育事務システム、放課後
児童クラブ利用料金収納管理システム、庁
内ＬＡＮ、サービス検索・電子申請機能）

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム10
①システムの名称

― 個人住民税申告ポータル 事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム10
②システムの機能

―
　個人住民税について、オンラインで申告が
できる機能。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム10
③他システムとの接続

―

【　】情報提供ネットワークシステム
【　】庁内連携システム
【　】住民基本台帳ネットワークシステム
【　】既存住民基本台帳システム
【　】宛名システム等
【　】税務システム
【○】その他（申請管理システム）

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム11
①システムの名称

― サービス検索・電子申請機能 事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム11
②システムの機能

―
・【地方公共団体向け機能】住民が電子申
請を行った際の申請データ取得画面又は機
能を地方公共団体に公開する機能

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用
するシステム
システム11
③他システムとの接続

―

【　】情報提供ネットワークシステム
【○】庁内連携システム
【　】住民基本台帳ネットワークシステム
【　】既存住民基本台帳システム
【○】宛名システム等
【　】税務システム
【　】その他

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日
Ⅰ　基本情報
（別添1）事務の内容

図の差替え 事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
３．特定個人情報の入手・
使用
②入手方法

【○】紙
【○】電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）
【○】フラッシュメモリ
【　】電子メール
【○】専用線
【○】庁内連携システム
【○】情報提供ネットワークシステム
【　】その他

【○】紙
【○】電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）
【○】フラッシュメモリ
【　】電子メール
【○】専用線
【○】庁内連携システム
【○】情報提供ネットワークシステム
【○】その他（サービス検索・電子申請機能、
申請管理システム）

事前 ①重要な変更



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和7年8月29日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
３．特定個人情報の入手・
使用
⑧使用方法

①課税管理に関する事務
・申告及び届出等による情報から課税管理
業務を行う。
②収納管理に関する事務
・収納情報、課税情報等から収納、還付、充
当などの収納管理業務を行う。
③滞納管理に関する事務
・賦課された市税に関して、納期限までに完
納されないものについて滞納管理業務を行
う。
④宛名管理に関する事務
・納税者に通知や連絡を行う場合の最新の
宛名を管理する。

①課税管理に関する事務
・申告及び届出等による情報から課税管理
業務を行う。
②収納管理に関する事務
・収納情報、課税情報等から収納、還付、充
当などの収納管理業務を行う。
③滞納管理に関する事務
・賦課された市税に関して、納期限までに完
納されないものについて滞納管理業務を行
う。
④宛名管理に関する事務
・納税者に通知や連絡を行う場合の最新の
宛名を管理する。
⑤申請管理に関する事務
・サービス検索・電子申請機能を通じて申請
された電子申請データの受理、審査等を行
う。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
３．特定個人情報の入手・
使用
⑧使用方法
情報の突合

市税の減免に該当するかを確認するため、
申告情報と障害者福祉関係情報、生活保
護・社会福祉関係情報を突合する。
納税通知書等に送付先を確認するため、申
告情報と住民票関係情報を突合する。

市税の減免に該当するかを確認するため、
申告情報と障害者福祉関係情報、生活保
護・社会福祉関係情報を突合する。
納税通知書等に送付先を確認するため、申
告情報と住民票関係情報を突合する。
＜共通基盤における措置＞
申請者を確認するため、申請データのシリ
アル番号、住民記録システムの宛名番号、
団体内統合宛名番号の突合を行う。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
６．特定個人情報の保管・
消去
③消去方法
＜広島市における措置＞

・法定の更正期間等が経過したもの、保管
期間が経過したものについては、アクセス制
御によりシステムで使用できないようにして
いる。
・市税システム情報セキュリティ実施手順に
基づき、特定個人情報が保存された記録媒
体そのものを廃棄する場合には、管理者の
許可を得て、委託業者が記録媒体に対して
一定回数以上の無作為な書き込みを行った
上で、媒体そのものを物理的に破壊すると
ともに管理台帳に廃棄日を記載する。また、
データ消去証明書の提出を求め、必要に応
じて立入検査を実施している。
・申告書等の紙媒体の管理は広島市文書
取扱規程に基づき、管理徹底しており、保
有年限を経過した文書は４、５月に一斉に
廃棄するルールとしており、廃棄に当たって
は必ず溶解処理を行っている。

・法定の更正期間等が経過したもの、保管
期間が経過したものについては、アクセス制
御によりシステムで使用できないようにして
いる。
・市税システム情報セキュリティ実施手順に
基づき、特定個人情報が保存された記録媒
体そのものを廃棄する場合には、管理者の
許可を得て、委託業者が記録媒体に対して
一定回数以上の無作為な書き込みを行った
上で、媒体そのものを物理的に破壊すると
ともに管理台帳に廃棄日を記載する。また、
データ消去証明書の提出を求め、必要に応
じて立入検査を実施している。
・申告書等の紙媒体の管理は広島市文書
取扱規程に基づき、管理徹底しており、保
有年限を経過した文書は４、５月に一斉に
廃棄するルールとしており、廃棄に当たって
は必ず溶解処理を行っている。
・業務システム端末に一時的に記録した個
人番号付電子申請データは、使用の都度速
やかに完全消去している。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅱ　特定個人情報ファイル
の概要
（別添2）特定個人情報ファ
イル記録項目
【申請管理関係】

―

【申請管理関係】
＜申請管理情報＞
1.受付番号 2.氏名 3.生年月日 4.性別 5.住
所 6.電話番号 7.メールアドレス 8.手続名称
9.手続コード 10.申請日時 11.ステータスコー
ド 12.ステータス名称 13.業務宛名番号 14.
団体内統合宛名番号 15.利用者証明書シリ
アル番号

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
対象者以外の情報の入手
を防止するための措置の内
容
＜サービス検索・電子申請
機能における措置＞

―

＜サービス検索・電子申請機能における措
置＞
マニュアルやｗｅｂ上で、個人番号の提出が
必要な者の要件を明示、周知し、本人以外
の情報の入手を防止する。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
必要な情報以外を入手する
ことを防止するための措置
の内容
＜サービス検索・電子申請
機能における措置＞

―

＜サービス検索・電子申請機能における措
置＞
住民がサービス検索・電子申請機能の画面
の誘導に従いサービスを検索し申請フォー
ムを選択して必要情報を入力することとなる
が、画面での誘導を簡潔に行うことで、異な
る手続に係る申請や不要な情報を送信して
しまうリスクを防止する。

事前 ①重要な変更



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク１：目的外の入手が行
われるリスク
必要な情報以外を入手する
ことを防止するための措置
の内容
＜個人住民税申告ポータル
における措置＞

―

＜個人住民税申告ポータルにおける措置＞
住民が個人住民税申告ポータルの画面の
誘導に従い申請フォームに必要情報を入力
することとなるが、画面での誘導を簡潔に行
うことで不要な情報を送信してしまうリスクを
防止する。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク２：不適切な方法で入
手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容
＜サービス検索・電子申請
機能における措置＞

―

＜サービス検索・電子申請機能における措
置＞
・住民がサービス検索・電子申請機能から
個人番号付電子申請データを送信するため
には、個人番号カードの署名用電子証明書
による電子署名を付すこととなり、のちに署
名検証も行われるため、本人からの情報の
みが送信される。
・サービス検索・電子申請機能の画面の誘
導において住民に何の手続を探し電子申請
を行いたいのか理解してもらいながら操作を
していただき、たどり着いた申請フォームが
何のサービスにつながるものか明示するこ
とで、住民に過剰な負担をかけることなく電
子申請を実施いただけるよう措置を講じて
いる。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク２：不適切な方法で入
手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容
＜個人住民税申告ポータル
における措置＞

―

＜個人住民税申告ポータルにおける措置＞
・住民が個人住民税申告ポータルから個人
番号付電子申請データを送信するために
は、個人番号カードの署名用電子証明書に
よる電子署名を付すこととなり、のちに署名
検証も行われるため、本人からの情報のみ
が送信される。
・個人住民税申告ポータルの画面の誘導に
おいて住民に理解してもらいながら操作をし
ていただくことで、住民に過剰な負担をかけ
ることなく電子申請を実施いただけるよう措
置を講じている。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク３：入手した特定個人
情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措
置の内容
＜サービス検索・電子申請
機能における措置＞

―

＜サービス検索・電子申請機能における措
置＞
・住民がサービス検索・電子申請機能から
個人番号付電子申請データを送信するため
には、個人番号カードの署名用電子証明書
による電子署名を付すこととなり、電子署名
付与済の個人番号付電子申請データを受
領した地方公共団体は署名検証（有効性確
認、改ざん検知等）を実施することとなる。こ
れにより、本人確認を実施する。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク３：入手した特定個人
情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措
置の内容
＜個人住民税申告ポータル
における措置＞

―

＜個人住民税申告ポータルにおける措置＞
・住民が個人住民税申告ポータルからサー
ビス検索・電子申請機能へ個人番号付電子
申請データを送信するためには、個人番号
カードの署名用電子証明書による電子署名
を付すこととなり、電子署名付与済の個人
番号付電子申請データを受領した地方公共
団体は署名検証（有効性確認、改ざん検知
等）を実施することとなる。これにより、本人
確認を実施する。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク３：入手した特定個人
情報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確
保の措置の内容
＜サービス検索・電子申請
機能における措置＞

―

＜サービス検索・電子申請機能における措
置＞
・個人番号カード内の記憶領域に格納され
た個人番号を申請フォームに自動転記を行
うことにより、不正確な個人番号の入力を抑
止する措置を講じている。

事前 ①重要な変更



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク３：入手した特定個人
情報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確
保の措置の内容
＜個人住民税申告ポータル
における措置＞

―

＜個人住民税申告ポータルにおける措置＞
・個人番号カード内の記憶領域に格納され
た個人番号を申請フォームに自動転記を行
うことにより、不正確な個人番号の入力を抑
止する措置を講じている。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシス
テムを通じた入手を除く。）
リスク４：入手の際に特定個
人情報が漏えい・紛失する
リスク
リスクに対する措置の内容
＜サービス検索・電子申請
機能における措置＞

―

＜サービス検索・電子申請機能における措
置＞
・サービス検索・電子申請機能と地方公共
団体との間は、専用線であるLGWAN回線を
用いた通信を行うことで、外部からの盗聴、
漏えい等が起こらないようにしており、さらに
通信自体も暗号化している。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク４：特定個人情報ファ
イルが不正に複製されるリ
スク
リスクに対する措置の内容

・必要最小限の許可された業務端末以外で
は、電子記録媒体は使用できない設定とし
ている。
・EUC機能については、操作記録（ログ）を
取得することにより、不正なデータの抽出、
複製を抑制している。

＜共通基盤における措置＞
・データのバックアップは自動的に実行さ
れ、バックアップファイルの取得は入退室管
理が行われるデータセンターにおいてのみ
可能となっている。

・必要最小限の許可された業務端末以外で
は、電子記録媒体は使用できない設定とし
ている。
・EUC機能については、操作記録（ログ）を
取得することにより、不正なデータの抽出、
複製を抑制している。
・申請管理システムから取得した個人番号
付電子申請データ等のデータについて、改
ざんや業務目的以外の複製を禁止するとと
もに、同時に二人以上の職員で当該データ
の移動作業を行うことで、当該データが不正
に複製されることがないよう監視している。

＜共通基盤における措置＞
・データのバックアップは自動的に実行さ
れ、バックアップファイルの取得は入退室管
理が行われるデータセンターにおいてのみ
可能となっている。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日

Ⅲ　特定個人情報ファイル
の取扱いプロセスにおける
リスク対策
７．特定個人情報の保管・
消去
リスク２：特定個人情報が古
い情報のまま保管され続け
るリスク
リスクに対する措置の内容

保有する個人情報については、異動を確認
できた場合、随時、最新情報に更新してい
る。

・保有する個人情報については、異動を確
認できた場合、随時、最新情報に更新して
いる。
・業務システム端末は、基本的には、個人
番号付電子申請データの一時保管として使
用するが、一時保管中に再申請や申請情
報の訂正が発生した場合には古い情報で
審査等を行わないよう、履歴管理を行う。

事前 ①重要な変更

令和7年8月29日
Ⅰ 基本情報 - ２ - システ
ム６ - ②システムの機能

１．ポータル機能 1.認証・ポータル機能 事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和7年8月29日
Ⅰ 基本情報 - ２ - システ
ム６ - ②システムの機能

３．運用管理機能
システム監視、稼働記録（ログ）管理、ウイ
ルス対策及びデータのバックアップを行う機
能。

３．運用管理機能
自動実行（ジョブ）、システム監視、稼働記録
（ログ）管理、セキュリティ管理（OS・Office製
品へのセキュリティパッチの配付等）、ウイ
ルス対策、時刻同期及びデータのバックアッ
プを行う機能。

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。

令和7年8月29日

Ⅱファイルの概要
２.基本情報
④記録される項目
主な記録項目

４情報（氏名、性別、生年月日、住所）
５情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年
月日、住所）

事後

詳細な記載内容に変更す
るもので、その他の項目の
変更であり、事前の提出、
公表が義務付けられてい
ない。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和8年3月26日
Ⅱ ファイルの概要 - ６．特
定個人情報の保管・消去 -
①保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータ
センターに設置している。データセンターへ
の入館、及びサーバー室への入室を行う際
は、警備員などにより顔写真入りの身分証
明書と事前申請との照合を行う。
②特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存さ
れる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府
情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス
事業者が保有・管理する環境に設置し、設
置場所のセキュリティ対策はクラウドサービ
ス事業者が実施する。なお、クラウドサービ
ス事業者は、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を
受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業
者が保有・管理する環境に構築する中間
サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存され
る。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和8年3月26日 （別添２）ファイル記録項目

統合宛名管理テーブル
1.個人番号、2.団体内統合宛名番号、3.業
務宛名番号、4.住所、5,氏名、6.生年月日、
7.性別

申請管理テーブル
1.受付番号、2.氏名、3.生年月日、4.性別、5.
住所、6.電話番号、7.メールアドレス、8.手続
名称、9手続コード、10.申請日時、11.ステー
タスコード、12.ステータス名称、13.業務宛名
番号、14.団体内統合宛名番号、15.利用者
証明書シリアル番号

統合宛名管理テーブル
1.個人番号、2.団体内統合宛名番号、3.業
務宛名番号、4.住所、5,氏名、6.生年月日、
7.性別、8.カナ氏名

申請管理テーブル
1.受付番号、2.氏名、3.生年月日、4.性別、5.
住所、6.電話番号、7.メールアドレス、8.手続
名称、9手続コード、10.申請日時、11.ステー
タスコード、12.ステータス名称、13.業務宛名
番号、14.団体内統合宛名番号、15.利用者
証明書シリアル番号、16.カナ氏名、17.FAX
番号

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和8年3月26日
Ⅱ ファイルの概要 - ６．特
定個人情報の保管・消去 -
③消去方法

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体か
らの操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー･プラットフォームの事業者が特
定個人情報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中
間サーバー・プラットフォームの事業者にお
いて、保存された情報が読み出しできないよ
う、物理的破壊により完全に消去する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける
措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体か
らの操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー･プラットフォームの事業者及び
クラウドサービス事業者が特定個人情報を
消去することはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する
環境において、障害やメンテナンス等により
ディスクやハード等を交換する際は、クラウ
ドサービス事業者において、政府情報シス
テムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及
び物理的破壊を行う。さらに、第三者の監査
機関が定期的に発行するレポートにより、ク
ラウドサービス事業者において、確実に
データの暗号化消去及び物理的破壊が行
われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の
際は、地方公共団体情報システム機構及び
中間サーバー・プラットフォームの事業者に
おいて、保存された情報が読み出しできな
いよう、データセンターに設置しているディス
クやハード等を物理的破壊により完全に消
去する。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和8年3月26日

Ⅲ リスク対策（プロセス） -
６．情報提供ネットワークシ
ステムとの接続 - リスク４：
入手の際に特定個人情報
が漏えい・紛失するリスク -
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワー
ク（総合行政ネットワーク等）を利用すること
により、漏えい･紛失のリスクに対応してい
る。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の
技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで漏え
い･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の
業務は、中間サーバー・プラットフォームの
運用、監視・障害対応等であり、業務上、特
定個人情報へはアクセスすることはない。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワー
ク（総合行政ネットワーク等）を利用すること
により、漏えい･紛失のリスクに対応してい
る。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の
技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで漏え
い･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の
業務は、中間サーバー・プラットフォームの
運用、監視・障害対応等、クラウドサービス
事業者の業務は、クラウドサービスの提供
であり、業務上、特定個人情報へはアクセ
スすることはない。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和8年3月26日

Ⅲ リスク対策（プロセス） -
６．情報提供ネットワークシ
ステムとの接続 - リスク６：
不適切な方法で提供される
リスク - リスクに対する措置
の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワー
ク（総合行政ネットワーク）等を利用すること
により、不適切な方法で提供されるリスクに
対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の
技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで漏え
い･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォームの事業者
においては、特定個人情報に係る業務には
アクセスができないよう管理を行い、不適切
な方法での情報提供を行えないよう管理し
ている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワー
ク（総合行政ネットワーク）等を利用すること
により、不適切な方法で提供されるリスクに
対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の
技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで漏え
い･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォームの事業者
及びクラウドサービス事業者においては、特
定個人情報に係る業務にはアクセスができ
ないよう管理を行い、不適切な方法での情
報提供を行えないよう管理している。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和8年3月26日

Ⅲ リスク対策（プロセス） -
６．情報提供ネットワークシ
ステムとの接続 - リスク７：
誤った情報を提供してしまう
リスク、誤った相手に提供し
てしまうリスク - 情報提供
ネットワークシステムとの接
続に伴うその他のリスク及
びそのリスクに対する措置

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワー
ク（総合行政ネットワーク等）を利用すること
により、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の
技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで安全
性を確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特
定個人情報を管理するデータベースを地方
公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）し
ており、中間サーバー・プラットフォームを利
用する団体であっても他団体が管理する情
報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体の
みが行うことで、中間サーバー･プラット
フォームの事業者における情報漏えい等の
リスクを極小化する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワー
ク（総合行政ネットワーク等）を利用すること
により、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の
技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで安全
性を確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特
定個人情報を管理するデータベースを地方
公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）し
ており、中間サーバー・プラットフォームを利
用する団体であっても他団体が管理する情
報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体の
みが行うことで、中間サーバー･プラット
フォームの事業者及びクラウドサービス事
業者における情報漏えい等のリスクを極小
化する。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和8年3月26日

Ⅲ リスク対策（プロセス） -
７．特定個人情報の保管・
消去 - リスク１： 特定個人
情報の漏えい・滅失・毀損リ
スク -⑤物理的対策 - 具体
的な対策の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー･プラットフォームをデータ
センターに構築し、設置場所への入退室者
管理、有人監視及び施錠管理をすることとし
ている。また、設置場所はデータセンター内
の専用の領域とし、他テナントとの混在によ
るリスクを回避する。
②事前に申請し承認されてない物品、記憶
媒体、通信機器などを不正に所持し、持出
持込することがないよう、警備員などにより
確認している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府
情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス
事業者が保有・管理する環境に設置し、設
置場所のセキュリティ対策はクラウドサービ
ス事業者が実施する。なお、クラウドサービ
ス事業者は、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を
受けている。
・日本国内でデータを保管している。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和8年3月26日

Ⅲ リスク対策（プロセス） -
７．特定個人情報の保管・
消去 - リスク１： 特定個人
情報の漏えい・滅失・毀損リ
スク -⑥技術的対策 - 具体
的な対策の内容

（右記を追加）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
④中間サーバー・プラットフォームは、政府
情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス
事業者が保有・管理する環境に設置し、イン
ターネットとは切り離された閉域ネットワーク
環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存され
る特定個人情報は、中間サーバー・プラット
フォームの事業者及びクラウドサービス事
業者がアクセスできないよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の
技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで安全
性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の
際は、中間サーバー・プラットフォームの事
業者において、移行するデータを暗号化し
た上で、インターネットを経由しない専用回
線を使用し、VPN等の技術を利用して通信
を暗号化することでデータ移行を行う。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和8年3月26日
Ⅳ リスク対策（その他） -
１．監査 -➁監査 - 具体的
な内容

（右記を追加）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
②政府情報システムのためのセキュリティ
評価制度（ISMAP）に登録されたクラウド
サービス事業者は、定期的にISMAP監査機
関リストに登録された監査機関による監査
を行うこととしている。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。

令和8年3月26日
Ⅳ リスク対策（その他） -
３．その他のリスク対策

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用す
ることにより、統一した設備環境による高レ
ベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、
ITリテラシの高い運用担当者によるセキュリ
ティリスクの低減、及び技術力の高い運用
担当者による均一的で安定したシステム運
用、監視を実現する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用す
ることにより、政府情報システムのためのセ
キュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたク
ラウドサービス事業者による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシ
の高い運用担当者によるセキュリティリスク
の低減、及び技術力の高い運用担当者によ
る均一的で安定したシステム運用、監視を
実現する。

事後

記載内容の見直しを行った
もので、その他の項目の変
更であり、事前の提出、公
表が義務付けられていな
い。


